
(財)財務会計基準機構会員
 

平成20年８月期　中間決算短信 平成20年４月９日

上場会社名 株式会社リンク・セオリー・ホールディングス 上場取引所 東証マザーズ

コード番号 3373 ＵＲＬ　http://www.link-theory.com/

代表者　　　　　（役職名）代表取締役社長 （氏名）佐々木　力

問合せ先責任者　（役職名）取締役グループＣＦＯ（氏名）大西　秀亜 ＴＥＬ　（03）3407－7502

半期報告書提出予定日 平成20年４月25日   

（百万円未満切捨て）

１．平成20年２月中間期の連結業績（平成19年９月１日～平成20年２月29日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年２月中間期 31,045 4.8 1,399 － 429 2.2 360 －

19年２月中間期 29,610 38.6 114 △95.4 420 △84.2 △4,640 △409.4

19年８月期 59,419 － 466 － 1,115 － △5,617 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

20年２月中間期 2,347 76 2,254 43

19年２月中間期 △30,672 50 － －

19年８月期 △37,111 17 － －

（参考）持分法投資損益 20年２月中間期 －百万円 19年２月中間期 －百万円 19年８月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年２月中間期 40,555 12,401 30.5 77,948 07

19年２月中間期 43,889 13,372 30.3 87,823 77

19年８月期 44,432 12,638 28.4 83,278 00

（参考）自己資本 20年２月中間期 12,386百万円 19年２月中間期 13,295百万円 19年８月期 12,625百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年２月中間期 700 756 △1,949 5,159

19年２月中間期 407 △1,549 △5,582 7,098

19年８月期 1,771 △3,294 △6,681 5,672

２．配当の状況

１株当たり配当金

（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

19年８月期 －  －  －  －  0 00

20年８月期 －  －  －  －  

20年８月期（予想） －  －  －  －  0 00

３．平成20年８月期の連結業績予想（平成19年９月１日～平成20年８月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 66,000 11.1 1,900 307.4 740 △33.7 50 － 325 38
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　無

②　①以外の変更　　　　　　　　無

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数

(自己株式を含む)
20年２月中間期 158,912株 19年２月中間期 151,384株 19年８月期 151,608株

②　期末自己株式数 20年２月中間期 －株 19年２月中間期 －株 19年８月期 －株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、40ページ「１株当たり情報」

をご覧下さい。

（参考）個別業績の概要

１．平成20年２月中間期の個別業績（平成19年９月１日～平成20年２月29日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年２月中間期 1,483 41.1 880 69.9 1,027 50.3 523 －

19年２月中間期 1,051 0.1 518 △0.9 683 24.4 △5,263 －

19年８月期 2,123 － 1,056 － 1,378 － △6,082 －

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

20年２月中間期 3,408 32

19年２月中間期 △34,787 95

19年８月期 △40,182 79

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年２月中間期 28,578 11,347 39.7 71,409 39

19年２月中間期 28,903 11,559 40.0 76,358 09

19年８月期 27,680 10,768 38.9 71,028 55

（参考）自己資本 20年２月中間期 11,347百万円 19年２月中間期 11,559百万円 19年８月期 10,768百万円

２．平成20年８月期の個別業績予想（平成19年９月１日～平成20年８月31日）

（％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,018 42.1 1,628 54.1 1,907 38.4 342 － 2,225 59

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん

でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の５ページを参照して下さい。

 【金額単位変更について】

　当社の連結財務諸表等及び個別財務諸表等に記載される科目その他の事項の金額は、従来千円単位で記載しており

ましたが、前連結会計年度及び前事業年度より百万円単位（切捨て）で記載することに変更致しました。

　なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示してお

ります。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

　   （当期の経営成績）

  当中間連結会計期間における世界経済は、米国における信用力の低い個人向け住宅融資問題に端を発した、世界的

な金融市場における流動性危機が実体経済にも影響を及ぼし始め、原油や鋼材を中心とした原材料価格及び食料価格

の高騰と相まって先行き不透明感が強まっております。また、BRICsに代表される新興国の持続的な経済成長による好

影響も限定的となりつつあり、世界的な景気減速懸念が高まっております。日本では、好調な企業収益を背景にした

民間設備投資の増加などにより景気は引き続き堅調に推移しているものの、金融不安に伴う米ドルの急激な下落など

により輸出企業を中心に収益の減速懸念が強まるなど、景気の先行き不透明感が高まっており個人消費は低落基調に

推移しております。米国では、金融不安払拭の為の金融政策が行われている一方で、住宅市場の悪化を中心に個人消

費や雇用情勢の低迷が見込まれるなど経済の減速が顕著であります。欧州では、ユーロ圏経済のファンダメンタルズ

は引き続き堅調であり、金融不安や原材料価格高騰などの影響はあるものの個人消費は好調に推移しております。

　このような状況の中、当社グループはブランド設立10周年を迎えた「Theory」において、「Theory10～BACK TO THE 

ROOTS」と銘打った記念イベントを実施するなど「Theory」のブランド価値の維持・向上に努めました。また、

「Helmut Lang」及び「Premise」等の「Theory」に続くブランドの育成にも引き続き注力し、当社グループの成長力

の強化を積極的に進めて参りました。日本においては、「Theory」のブランド価値の維持・向上の為に新規の出店を

抑制したことなどにより、売上高は11,748百万円（前年同期比0.1%増）となりました。米国では、引き続き

「Theory」の直営店新規出店を進めたことと、「Helmut Lang」及び「Premise」の売上が伸長したことなどにより、

売上高は16,193百万円（前年同期比18.2%増）となりました。欧州では、「Rosner」ブランドの不振により、売上高は

4,223百万円（前年同期比12.1%減）となりました。連結全体では売上高は前年同期比4.8%増加となった一方で、在庫

コントロールの強化など原価率の低減の為の各種施策を日米欧で実施した結果、売上原価は637百万円減少して14,224

百万円となり売上総利益率は54.2%と、前年同期の49.8%から大きく改善致しました。販売費及び一般管理費に関して

は、日本では雇用情勢の逼迫による人件費の上昇などにより前年同期より272百万円増加の5,284百万円、米国では育

成ブランドの立ち上げ経費などの販売促進費及びデザイン費用や、新規の直営店出店などの増加により前年同期より

739百万円増加の7,792百万円となったのに対して、欧州においては経費の削減を積極的に進めて前年同期より244百万

円減少の2,306百万円となり、連結全体の販売費及び一般管理費は、前年同期より787百万円増加の15,421百万円とな

りました。また、円高の進行に伴い、海外子会社に対する円建て親子ローンの為替評価損の発生などから為替差損を

895百万円計上した一方で、米国において間接投資しておりましたカジュアルブランドの「７ For All Mankind」社に

対する投資持分の配当として、1,014百万円の特別利益を計上しております。なお、日本における「７ For All 

Mankind」ブランドの独占販売権に変更はありません。

　これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は31,045百万円（前年同期比4.8%増）、営業利益1,399百万円（前年同

期比1,122.1％増）、経常利益429百万円（前年同期比2.2%増）、中間純利益360百万円（前年同期は、4,640百万円の

中間純損失）となりました。

　各事業部門における業績は次のとおりです。

①　セオリーレディス・セオリーメンズ部門

  日本におきましては、ブランド価値維持・向上のため、「Theory」women'sの新規出店を抑制し、既存店舗の改装、

増床等を進め、一店舗当りの効率性の向上に努めました。一方で、「Theory」men's及び「Theory」women'sのサイ

ズ・エクステンションである「Theory luxe」については、有力百貨店を中心に新規出店を行い、販売ボリュームの

拡大を図りました。出退店等の内訳は「Theory」women's：出店１、改装等１、「Theory」men's：出店２、改装等

１、閉店１、「Theory luxe」：出店１、改装等１です。「Theory petit」については、１店舗を改装致しまし

た。

　米国では、卸売部門において、引き続き主要顧客である大手高級百貨店とのタイアップ等による商品開発や売り

場面積の拡大等を通じて、マーケットにおける「Theory」の存在感をさらに高めました。また、「Theory」men'sに

ついては、商品ラインが一層充実し、一部の大手百貨店では売場面積が広がる等、拡販が進みました。「Theory」

accessory（靴・バッグ等）についても取り扱い店舗数や引き合いが増加しており、より多くのお客様に、ライフス

タイルにあった商品の提供を可能にしました。小売部門については、全米のファッション先進都市に２店の新規店

舗を開設することで売上高が増加し、合わせてブランド認知の向上も着実に進みました。
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　　欧州では、ドイツ子会社のRosner GmbH & Co. KG（以下、ロースナー社とする。）の事業インフラを活用し、引

き続き欧州セオリー社による現地顧客への卸売販売を積極的に推進致しました。また、欧州における「Theory」の

直営店であるパリ店は順調に売上を伸長しております。

　これらの結果、当中間連結会計期間のセオリーレディスの売上高は20,740百万円（前年同期比3.5%増）、セオリー

メンズの売上高は3,109百万円（前年同期比8.1%増）となりました。

②　ロースナー部門

  卸売販売を中心に「Rosner」事業は販売が低迷致しました。当中間連結会計期間の売上高は3,326百万円（前年同

期比19.9%減）となりました。

③　アーバンホリック部門

  「Joie」及び「7 For All Mankind」等のカジュアルラインを展開している「アーバンホリック」部門は、引き続

き卸売を中心に順調に販売を伸ばしておりますが、直営店において不採算店舗の整理などの事業構造の改善を進め

ました。当該部門においての出退店等の内訳は、出店１、閉店３です。これらの結果、当中間連結会計期間の売上

高は734百万円（前年同期比1.4%減）となりました。

④　プルーフ（カルソン）部門

  「Proof」ブランドは、前期春夏シーズンより「Kulson」ブランドから引き継いでおりましたが、この2007年秋冬

シーズンをもってブランドを終了することと致しました。2008年２月末現在、全ての店舗の営業を終了しておりま

す。当中間連結会計期間の売上高は351百万円（前年同期比57.6%減）となりました。

⑤　その他部門

  「PLS+T」は、オリジナル商品の売上が伸長する等、好調に推移しました。また、「Helmut Lang」は引き続き順

調に売上が伸長しております。当該部門においての出退店等の内訳は、出店７、閉店１となり、その結果店舗数は、

全部で23店舗となっております。当中間連結会計期間の売上高は2,783百万円（前年同期比185.0%増）となりました。

　所在地別セグメントの業績は次のとおりです。

①　日本

  直営店９店舗を出店、19店舗を閉店し当中間連結会計期間末の直営店舗数は全部で168店舗となりました。

「Proof」ブランドの終了に伴い直営店を14店舗閉店したことなどにより店舗数が前連結会計年度末より減少しまし

た。売上は前年同期とほぼ変わりませんが、在庫コントロールの改善と仕入コストの削減などにより、売上原価率

が大きく改善致しました。当中間連結会計期間の日本における売上高は11,748百万円（前年同期比0.1%増）、営業

利益は1,900百万円（前年同期比49.6%増）であります。

②　北米

  直営店舗を５店舗出店し、当中間連結会計期間末の直営店舗数は全部で36店舗となりました。新規出店による売

上増に加えて「Helmut Lang」及び「Premise」の売上が新たに加わった結果、売上が前年同期より大きく増加しま

した。また、育成ブランドの立ち上げ経費として販売促進費やデザイン費用、及び新規出店経費の増大などにより

販売費及び一般管理費が増加しました。当中間連結会計期間の米国の売上高は16,193百万円（前年同期比18.2%増）、

営業利益は873百万円（前年同期比866.5%増）であります。

③　欧州

　欧州におけるセオリー事業は順調に伸長しておりますが、ロースナー部門の販売が低迷致しました。しかし、売

上原価率の改善や経費の削減による販売費及び一般管理費の抑制などにより、営業損益は改善致しました。当中間

連結会計期間の欧州の売上高は4,223百万円（前年同期比12.1%減）、営業損失は460百万円（前年同期比31.5%減）

であります。

④　その他

  現地法人を通じて中国に１店舗出店、香港に１店舗出店致しました。これらの結果、当中間連結会計期間末の日

本を除くアジアの直営店舗数は全部で６店舗となりました。当中間連結会計期間の、日本を除くアジアにおける売

上高は194百万円（前年同期比4.9%減）、営業利益は４百万円（前年同期は、25百万円の営業損失）となりました。
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　　（当期の見通し）

  中間期においては売上高は当初予想を若干下回ったものの、在庫コントロールの強化等による売上総利益率の改善

や、経費の抑制により、営業利益、経常利益及び中間純利益とそれぞれ当初予想を大きく上回る結果となりました。

しかし、米国における信用力の低い個人向け住宅融資問題に伴い米国経済は減速懸念が高まっており、米国小売市況

の悪化の不安定要因があることと、円高の進行により子会社に対する円建て親子ローンの為替差損の拡大懸念がある

ことから、平成20年８月期の連結業績につきましては、平成19年10月10日に公表致しました業績予想を据え置いてお

ります。売上高は66,000百万円（前年同期比11.1%増）、営業利益は1,900百万円（前年同期比307.4%増）、経常利益

は740百万円（前年同期比33.7%減）、当期純利益は50百万円（前年同期は、5,617百万円の当期純損失）としておりま

す。

　平成20年８月期においては、「Theory」事業の持続的成長に注力するとともに、保有する各ブランドの損益改善を

推進します。具体的には各地域において以下のとおり取組みを進めて参ります。

　　①　欧州

　英国及びフランスにおいて積極的な広告宣伝を行い、欧州セオリー事業の成長を加速させて参ります。また、ロー

スナー事業の建て直しに引き続き注力し、平成22年８月期の黒字化に向けて事業構造の改善を進めて参ります。

　ロースナーの商品政策については、チーフデザイナーを変更し、40歳以上の女性という元来の顧客層にフォーカス

したデザイン・品揃えを進め、販売強化につなげて参ります。また、更なる経費削減努力を継続致します。

　　②　日本

　「Theory」に関しては、店舗の改装・増床等により効率性の維持・向上を図ります。主要百貨店グループの協力の

もと、プロモーションイベント実施などにより、販売強化を行います。アーバンホリックなどのカジュアル事業に関

しましては、売上・粗利益率の改善のため、不採算店舗のスクラップ・アンド・ビルドを進めるなどし、損益管理の

強化を通じて平成20年８月期の黒字化を目指します。

　　③　米国

　米国における「Theory」事業は引き続き順調に伸びており、引き続き卸売・リテールのバランスのとれた成長を目

指します。「Helmut Lang」を「Theory」に次ぐコアブランドとして育成し、平成22年８月期の黒字化を目標に米国を

中心に事業拡大を図って参ります。「Premise」に関しては、平成21年８月期の黒字化を目標に百貨店顧客との取引拡

大を図るなど引き続き成長を促して参ります。

　　　なお、平成20年８月期の連結経常利益が前年を下回る主な要因は、米国子会社に対する円建貸付金についての為替

差損益が大きく変動することなどによる影響であります（平成19年８月期為替差益実績918百万円、平成20年８月期為

替差損見通し901百万円）。ただし、事業等のリスクに記載のとおり、当該円建借入金の返済原資は、米国セオリー社

グループが株式会社リンク・インターナショナルから受け取る円建ロイヤリティ収入であり、当該為替差損益のキャッ

シュ・フローへの影響はありません。

　　（中期経営計画等の進捗状況）

  当社は、平成19年10月10日付にて平成20年８月期を初年度とする３ヵ年の中期経営計画を公表致しました。中期経

営計画は、「利益成長を伴う健全な業容拡大」を経営方針とし、①ブランドポートフォリオの最適化、②育成・再生

ブランドの黒字化、及び③「Theory」事業の持続的成長、を推進することで実現して参ります。中期経営計画の目標

は、計画最終年度の平成22年８月期において、売上高800億円、営業利益60億円、営業利益率7.5%の達成です。当中間

連結会計期間末においては、ブランドポートフォリオ最適化の観点より、「Proof」と「Jean-Michel Cazabat」の２

ブランドを終了致しました。
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　(2）財政状態に関する分析

①　資産、負債及び純資産の状況

  当中間連結会計期間末の総資産は、流動資産においては、米国及びドイツ子会社の借入金返済等に伴い現預金が512

百万円減少したこと、秋冬物商品の卸売販売などで増加していた売上債権の回収が進んだことにより、受取手形及び

売掛金が680百万円減少したこと、その他に含まれる前払法人税が507百万円減少したことなどにより、前連結会計年

度末に比べて2,061百万円減少して18,889百万円となりました。固定資産においては、償却が進んだことなどにより商

標権及びのれんが1,578百万円減少したことや、米国子会社が保有していた投資有価証券が出資分配金の受取りにより

616百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて1,815百万円減少し21,666百万円となりました。これ

らの結果、総資産は前連結会計年度末に比べて3,876百万円減少し、40,555百万円となりました。

　また、流動負債は、秋冬物商品の仕入などで増加していた仕入債務の返済が進んだことにより買掛金が849百万円減

少したこと、及び、米国及びドイツ子会社における借入金返済により、短期借入金が909百万円、一年以内返済予定の

長期借入金が224百万円それぞれ減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて2,593百万円減少し、10,199百

万円となりました。固定負債は、上記同様、子会社における借入金返済により長期借入金が1,053百万円減少したこと

などにより、前連結会計年度末に比べて1,045百万円減少し、17,954百万円となりました。これらの結果、負債は、前

連結会計年度末に比べて3,639百万円減少し28,153百万円となりました。純資産については、当期純利益360百万円の

計上に対して、為替換算調整勘定が600百万円減少となったことなどにより、前連結会計年度末と比べて237百万円減

少し、12,401百万円となりました。

　　②　キャッシュ・フローの状況

  当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末の残高5,672

百万円より512百万円減少して、5,159百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は、700百万円（前年同期比71.8%増）となりました。これは、たな卸資産の増加額が

477百万円、仕入債務の減少額が676百万円であった一方で、税金等調整前当期純利益が1,248百万円、売上債権の減少

額550百万円であったことなどが主な要因です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は756百万円（前年同期は、1,549百万円の支出）となりました。これは、有形固定資

産の取得による731百万円の支出があった一方で、米国子会社が保有していた出資分配金の受取りにより1,592百万円

の収入を得たことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は1,949百万円（前年同期比65.1%減）となりました。これは、主に、長短借入金の純

減少額2,001百万円によるものです。

　　（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

 平成17年８月期 平成18年８月期 平成19年８月期
平成20年２月

中間期

 自己資本比率（％） 57.5 32.4 28.4  30.5

 時価ベースの自己資本比率（％） 324.4 94.6 63.1 101.9

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 1.8 － 4.6 4.2

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 24.9 － 5.0 5.0

　自己資本比率：自己資本／総資産

　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

　（中間期については、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。）

　インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

　（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

　（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

　（注４）有利子負債は連結（中間連結）貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

　　　　　対象としております。

　（注５）該当する算出数値が無い場合には「－」で表記しております。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

　　当社は株主価値実現を重要な使命としており、配当をその重要な手段として認識しております。しかしながら、

当社は、引き続き高い成長が期待できる「Theory」の世界展開に事業利益を再投資することが、最も株主価値実現

に資するものと考えており、当面は過去の配当実績を鑑みながら、当社グループの事業・財務の状況に応じた最善

の配当政策を実施して参る所存です。

　なお、当期におきましては、内部留保を充実させる観点から前期に引続き配当を見送る予定でございます。

　また、当社の主たる収益は総務・経理等の管理業務を子会社のために行う業務受託収入と、子会社からの受取配

当金となります。主要な子会社の配当政策としましては、Link Theory Holdings (Europe) GmbHは借入返済・直営

店開設など資金需要が旺盛であることを勘案し、当面配当は行わない方針です。Link Theory Holdings (US) Inc.

は、財務状況を勘案のうえ、配当を実施する予定です。㈱リンク・インターナショナルは、外部負債が無いことか

ら、原則として、期間利益に見合った配当を毎年実施していく方針です。

(4）事業等のリスク

  ①「Theory」ブランドについて

 　   　「Theory」ブランドは引き続き平成20年８月期中間連結会計期間の連結売上高に対する構成比が76.8%と最も大き

な比重を占めるブランドです。「Theory」ブランドは米国及び欧州市場で売上伸長を続けており、今後もアジアで

の展開、商品カテゴリーの拡充（特にバッグ、靴など）等により、引き続き売上拡大を進めていく方針です。

「Helmut Lang」ブランドの成長、カジュアル分野の強化など、ブランドポートフォリオ拡充によるリスクの分散化

を図って参りますが、当面「Theory」ブランドへの依存度は高い状態が続くことが予想され、同ブランドの売上動

向如何によっては当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 　　 ②知的財産等に関連するリスク

        当社グループでは、国内外で複数のブランドの商標権や独占販売権を所有し、営業推進上の重要な資産として管

理・運営を行っておりますが、第三者による権利侵害等があった場合には、企業又はブランドイメージの低下等の

悪影響を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 　　 ③海外事業への依存度について

        平成20年８月期中間連結会計期間の連結売上高に対する海外売上高の構成比は、64.5%となりました。今後も海外

市場への展開（特に欧州や中国をはじめとするアジア）を進めていくことにより、海外売上への依存度が高まるこ

とが予想されます。従って、現時点で依存度の高い米国や欧州、今後進出していく各国の経済環境の変化が当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。

 　　 ④為替リスクについて

        当社グループでは、主力ブランドである「Theory」を中心に、商品の一部や生地等を中国、欧州等、海外の縫製

工場等より直接もしくは商社経由で購入し、日本、米国及び欧州等にてそれぞれ販売しております。日本国内事業

では海外からの仕入高（国内商社経由を含む。）の総仕入高に占める割合は約33.3%で、現地通貨との為替レートが

大幅に変動した場合、仕入単価の変更により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。なお、外貨

建債務にかかわる為替リスクを下げるため、機動的に為替予約を行い、決済レートを固定しています。

　さらには、米国セオリー社（英文名：Theory LLC）グループ、ロースナー社の買収により、各社が連結対象となっ

たことから、当社グループの連結ベースの業績が為替変動の影響を受ける可能性があります。特に米国セオリー社

グループが有する当社からの円建借入金（連結決算上は内部取引として相殺消去されています。）の評価差損益が

連結決算数値に大きな影響を与える可能性があります。しかしながら、当該円建借入金の返済原資は、米国セオリー

社グループが株式会社リンク・インターナショナルから受け取る円建ロイヤリティー収入であり、当該為替差損益

のキャッシュ・フローへの影響はありません。

　　　⑤M&A（企業買収等）の影響について

　　　　当社は、平成15年９月の米国セオリー社グループ買収をはじめ、平成17年11月のロースナー社買収、平成18年３

月の「Helmut Lang」商標権取得等、経営戦略上、M&Aを重要な手段として位置付けております。M&A実施の結果とし

て、当社連結財務諸表における、商標権、のれん等、無形固定資産の比率が拡大し、本邦の現行会計ルール上それ

らを将来に渡って定額償却していくこととなります。

　　　　M&A実施においては、買収監査等、当該分野において専門性の高い、投資銀行、弁護士、公認会計士等の助言に基

づき慎重に進めておりますが、案件によっては複雑な取引構造と契約関係となることもあり、買収が頓挫した場合

の取引費用負担や、買収完了後において取引相手との見解の相違が訴訟等に発展した場合には、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。

　また、M&A実施時の資金調達については、当該時点での市場環境及び当社グループの財務内容をふまえ、最適の資
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金調達手段を選択して参りますが、結果として、当社グループの財務バランスがM&A実施前と比べて大幅に変更され

る可能性があります。

 　　 ⑥ロースナー事業について

        平成17年11月、当社グループは欧州におけるセオリー事業の成長加速を目的として、ロースナー社を取得しまし

た。買収時の計画において同社が安定的に収益をあげていくものと予想し、その超過収益力を商標権、のれんなど

として買収時に認識しました。ロースナー事業においては、ブランドの若返りとコレクション化による多品種生産

を進めてきましたが、新たな顧客層の獲得が進捗しないまま、過去数シーズンにわたって小売実績の不振が続きま

した。このような売上の減少により、ロースナー事業は買収後２期目となる前期の損失が前々期と比べ拡大しまし

た。したがって、買収時に認識した超過収益力は喪失したものと判断せざるを得ず、上記商標権等について減損処

理を実施致しました。ロースナー社の業績改善にむけ、グループ一丸となって取り組んで参りますが、同社業績の

回復動向が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 　　 ⑦訴訟の影響について

        当社グループは国内外で広く事業活動を行っておりますが、米国をはじめとする海外においては日本国内よりも

訴訟が提起されやすい傾向があります。当社グループではリスク管理の観点から、専門性の高い弁護士の助言に基

づき契約締結などを慎重に進めておりますが、事業上の見解の相違が交渉によって解決しない場合などを含め、様々

な理由で訴訟・紛争に発展する場合があります。当社グループに関連して訴訟提起があった場合には、その結果に

よって当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　なお、平成15年９月に実施した米国セオリー社グループ買収に関連して、当社、当社連結子会社、当社代表取締

役佐々木力らによる忠実義務違反、詐欺、不当利得、契約違反等によって自己の持分を不当に安い価格で売却させ

られ、それにより182百万米ドル以上にのぼる損害を被ったとして、Elie Tahari氏及びElie Tahari 2003 Grantor

Retained Annuity Trustは、当社、当社連結子会社の株式会社リンク・インターナショナル、Link Theory 

Holdings (US) Inc.らを被告として米国ニューヨークにおいて訴訟を提起し、当社らは平成18年10月24日付にて訴

状の送達を受けました。ニューヨーク州裁判所は、平成19年６月18日に、「Theory」ブランドに関するロイヤリティ

支払い金額が不足しているとする請求を除き、原告による全ての請求（忠実義務違反、詐欺、不当利得）を棄却し

ました。この結果、原告が損害額と主張していた「182百万米ドル以上」のうち180百万米ドルに相当する請求が棄

却され、継続するロイヤリティ支払いに関する請求に基づき原告が主張する損害額は大幅に減少し「2百万米ドル」

以上となりました。なお、この棄却に対して原告は控訴審に上訴しております。

　今回ニューヨーク州裁判所により示された短期間での棄却決定は、当社グループの主張が全面的に受け入れられ

た証左であり、審理が継続するロイヤリティ支払いに関する請求及び控訴審においても、法的手続に則り当社の主

張をこれまでどおり粛々と行って参ります。

 　　 ⑧株式会社ファーストリテイリング（以下、「FR社」という。）との関係について

       (1)FR社との資本関係について

          平成20年２月末現在、FR社は間接保有を含め当社発行済み株式の32.3%（新株予約権行使による希薄化後の

28.8%）を保有しており、当社はFR社の持分法適用関連会社に該当します。

       (2)FR社グループにおける当社グループ事業の位置付けについて

 　       当社グループはFR社グループにおけるブランド衣料事業を担っておりますが、生産・仕入・物流・販売等いず

れにおいても独立して事業を推進し、FR社グループへの依存、FR社グループからの制限は一切ありません。

当社には、FR社との経営情報交換等を目的として、FR社との兼任取締役２名が就任しております。

       (3)FR社との人的関係について

          取締役については、平成20年２月末現在、当社取締役５名のうちFR社取締役を兼ねる者は２名であり、当社グ

ループにおける兼務状況は以下のとおりです。

氏名 当社グループにおける役職 FR社における役職

 柳井　正

 ㈱リンク・セオリー・ホールディングス　取締役会長 

 ㈱リンク・インターナショナル　　　　　取締役

 Link Theory Holdings (US) Inc.　　　　取締役

 代表取締役会長兼社長兼CEO

 松下　正  ㈱リンク・セオリー・ホールディングス　取締役  取締役

       (4)FR社との取引に関する事項

      　当中間連結会計期間においては、セール販売にてFR社子会社の商品を一部取扱い致しました。仕入額は３百万

円ですが、消化仕入による取引であるため、在庫はございません。なお、この取引による損益への影響は軽微で

あります。
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 　　 ⑨ストックオプションについて

　　　　当社は、当社グループ役職員の事業に対する貢献意欲及び経営への参画意識を高めるため、新株予約権を利用し

たストックオプション制度を採用しております。当該新株予約権は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21及び会社法

第236条、第238条及び第239条の規定に基づいて各株主総会において特別決議されたものであります。平成20年２月

29日現在、同ストックオプションによる潜在株式は4,232株であり、発行済株式総数158,912株の2.7%に相当してお

ります。当社の株価が行使価額を上回り、かつ権利行使についての条件が満たされ、これら新株予約権が行使され

た場合には、１株当たりの株式価値が希薄化することになります。 

 　　 ⑩転換社債型新株予約権付社債について

　　　　当社は平成18年５月12日付にて2018年満期（※）ユーロ円建転換制限条項付転換社債型新株予約権付社債132億円

を発行致しました。この新株予約権付社債による潜在株式は最大で14,968株となり、発行済み株式総数158,912株の

9.4%に相当しております。本新株予約権の転換価額は886,250円であり、かつ、株価が転換価額の120%（1,063,500

円）を上回らなければ転換できないという転換制限条項が付されております。当社の株価が転換価額及び転換制限

価額を上回り、かつ権利行使についての条件が満たされ、これら新株予約権が行使された場合には、１株当たりの

株式価値が希薄化することになります。

（※）ただし、本社債所持人は2009年５月12日、2012年５月12日又は2015年５月12日において、社債額面金額の100%

で償還するよう当社に対し請求する権利を有しています。平成20年２月末現在、当社の株価は260,000円と転換制限

価額の1,063,500円を大きく下回っております。

 　　 ⑪個人情報の管理について

 　　　 当社グループは、店舗の販売促進活動の一環として、お客様の個人情報を取得し利用しており、平成17年４月１

日施行の「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）は、当社の事業に影響があるものと考えられます。

当社では、個人情報の取扱いについて、全社員（派遣社員やアルバイトを含む。）との個人情報に関する誓約書の

締結やガイドラインによる社内教育などの人的安全管理措置、顧客情報の施錠管理などの物理的安全管理措置を徹

底させることにより、個人情報の流出防止を図っております。しかしながら、不測の事態によって、個人情報の外

部流出が発生した場合には、当社グループの信用低下や損害賠償請求等により、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。
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２．企業集団の状況
　平成20年２月末現在、当社グループは、当社及びその子会社65社で構成され、婦人服・紳士服・服飾品の企画、販

売を主たる事業として行っております。当社（株式会社リンク・セオリー・ホールディングス）がグループ全体の統

括管理会社となり、グループ子会社がそれぞれ日本・アジア・米国・欧州にて、事業展開を行っております。

　平成20年２月期の部門別売上構成比は、セオリーレディス66.8%、セオリーメンズ10.0%、ロースナー10.7%、アーバ

ンホリック2.4%、プルーフ1.1%、その他9.0%となっております。

(1）セオリーレディス・セオリーメンズ部門

　「Theory」は当社子会社Link Theory Holdings (US) Inc.の現社長兼Co-CEOであるAndrew Rosenが平成９年に

ニューヨークにて立ち上げた当社グループの中心ブランドであります。高級ストレッチ素材を使用したフィット感

や着心地の良さ、ベーシックなデザインで汎用性に富みながら美しいシルエット、都会的でスタイリッシュなデザ

インなどをブランドコンセプトとしており、日本国内では20代後半から30代、米国では30代以降幅広い年代層をター

ゲットとしております。なお、「Theory」men'sは同様のブランドコンセプトで「Theory」women's顧客のパートナー

である男性をターゲットとしております。なお、セオリーレディスには子供服「Theory petit」及び平成16年８月

より日本国内にて出店を開始しました「Theory luxe」が含まれております。「Theory luxe」は既存「Theory」の

サイズ・エクステンションとして30代以上の年代層をターゲットとしております。

　当社グループ各社の役割としては、Theory LLCが商標権を保有し、当社グループの主力ブランドとして、同社の

デザイン・商品企画に基づき生産された商品を販売担当の各社が仕入れ、それぞれの担当地域で小売・卸売を行っ

ています。

　日本・アジアにおいては、株式会社リンク・インターナショナルがTheory LLCよりライセンス供与を受け、国内

外の縫製工場で生産した商品を一括して仕入れております。販売方法は、日本については、株式会社リンク・イン

ターナショナルが運営する直営店（百貨店インショップを含む。）において一般消費者に直接対面販売（小売）す

るとともに、フランチャイズ店及び専門店等に対する販売（卸売）を行っております。なお、直営店における販売

業務は、株式会社リンク・セールスコーポレーションが担当しております。アジアについては、LK International

（H.K.）Ltd.（香港）のほか、Theory Shanghai International Trading Co.,Ltd.（中国）が、Theory LLC及び株

式会社リンク・インターナショナルより商品の供給を受け、それぞれの担当地域にて小売・卸売を行っております。

　米国においては、Link Theory Holdings (US) Inc.（中間持株会社）が当該地域のグループ各社を統括管理して

おります。Theory LLCが自らデザイン・企画し、米国内外の縫製工場で生産した商品を一括して仕入れております。

販売方法は、同社が直接卸売を行うほか、店舗運営を行うグループ各社（Theory Retail Holding LLC他40社）を通

じて小売販売をしております。

　欧州においては、Link Theory Holdings (Europe) GmbH（中間持株会社）が当該地域のグループ各社を統括管理

しております。Theory LLCがデザイン・企画し、欧州内外の縫製工場で生産した商品を一括して仕入れております。

販売方法は、Theory Europe GmbH & Co.KGが卸売を行うほか、グループ各社を通じて小売販売をしております。

　平成20年２月末現在で進出済みの国・地域における販売方法、直営小売及びフランチャイズ・ライセンス先の店

舗数は以下のとおりです。

販売方法 進出済みの国・地域

直営小売
日本（138店舗）・米国（33店舗）・欧州（１店舗）・香港（２店舗）・

中国（４店舗）

フランチャイズ店
日本（23店舗）・モナコ（１店舗）・ギリシャ（２店舗）・韓国（４店舗）・

台湾（７店舗）・　シンガポール（１店舗）

ライセンス店 韓国（14店舗） 

卸売 日本・米国・イギリス・ドイツ・カナダ・イタリア・その他23ヶ国又は地域

（注）１．日本及び米国の直営小売の店舗数には、アウトレット店舗がそれぞれ８店舗及び15店舗含まれておりま

す。

２．フランチャイズ店には、「Theory」小売店舗の運営を許諾し、当社グループから「Theory」商品を卸売

しておりますが、加盟料、ロイヤリティなどは徴収しておりません。

３．ライセンス店には、韓国Cheil Industries社とのライセンス契約に基づき同社が運営する店舗を記載し

ております。

㈱リンク・セオリー・ホールディングス（3373）平成 20 年８月期中間決算短信

－ 10 －



(2）ロースナー部門

　欧州を中心に展開する「Rosner」ブランドはスタイリッシュな現代の女性に向けたコレクションを展開しており

ます。ドレッシーでありながらスポーティな一面を合わせ持ったラインとなっており、個性を生かしたコーディネー

トを楽しむことができます。価格帯は欧州ブランドの中ではアッパーミドルクラスに位置付けられ、高いブランド

認知度があります。特にドイツにおいては、パンツのトップブランドの一つとして認識されています。

　欧州において、Rosner GmbH & Co. KGが自らデザイン・企画し、欧州内外の縫製工場で生産した商品を一括して

仕入れております。

　販売形態としては、主要百貨店・専門店に対する卸売が中心であり、加えて本社に併設されている店舗を含め、

アウトレット店舗２店舗を運営しております。

(3）アーバンホリック部門

　カリフォルニアカジュアルブランド「Joie」のライセンス生産・販売を行っております。また、米国のプレミア

ムデニムブランドである、「7 For All Mankind」の日本国内独占販売権を取得し、販売を行っております。平成20

年２月末現在、直営店10店舗及び専門店等に対する販売（卸売）を行っております。当部門は当社グループにおい

て、コンテンポラリー・マーケットの中のカジュアルラインを担う会社として設立された株式会社アーバンホリッ

ク（株式会社リンク・インターナショナルの100%子会社）が運営主体であります。

(4）プルーフ（カルソン）部門

　「Kulson」ブランドについて、2007年春夏シーズンよりデザイナーの変更などを通じ、ブランドポジションをアッ

プグレードした、新ブランド「Proof」に引き継ぐことと致しました。「Kulson」ブランドの持つ、シルエットの重

要性とラグジュアリーなディテールをさらに進化し、ファッション感度の高い女性をイメージしたスタイルを提案

することがブランドコンセプトであります。

　当社が商標権を保有し、デザイナーであるRomeo Gigli氏のデザイン・商品企画に基づき生産された商品を株式会

社リンク・インターナショナルが仕入れ、同社が運営する直営店（百貨店インショップを含む。）において一般消

費者に直接対面販売（小売）するとともに専門店等に対する販売（卸売）を行っておりました。しかし、ブランド

認知の浸透が低迷し業績の向上が見込めないと判断をした為、平成20年２月までに全ての店舗を閉店し、2007年秋

冬シーズンをもって「Proof」ブランドを終了致しました。

(5）その他部門

　日本及び米国において以下の事業を行っております。

①PLS＋T部門

　「Theory」を中心としたセレクトショップ業態です。平成20年２月末現在、日本において直営店13店舗を展開

しております。直営店における販売業務は、株式会社リンク・セールスコーポレーションが担当しております。

②Helmut Lang部門

　「Helmut Lang」は、デザイナーを外部より招聘し新生「Helmut Lang」として、日本及び米国において展開し

ているブランドです。平成20年２月末現在、日本において直営店６店舗を展開しております。日本国内直営店に

おける販売業務は、株式会社リンク・セールスコーポレーションが担当しており、米国においては直営店３店舗

及び卸売販売を展開しております。

③Premise部門

　「Premise」は、ストレッチ素材を多用することで優雅さを追求し、女性の曲線美をモダンに表現したコレク

ションとして米国にて展開しているブランドです。米国国内において卸売販売を展開しております。

④Jean-Michel Cazabat部門

　「Jean-Michel Cazabat」は、専属デザイナーにより、洗練された靴のブランドとして米国にて展開しているブ

ランドです。米国国内において卸売販売を展開しておりましたが、事業構造の見直しを進めた結果、収益の向上

が見込めないと判断し、当中間連結会計期間において「Jean-Michel Cazabat」ブランド事業を終了致しました。

⑤Theory CAFE部門

　平成20年２月末現在、日本においてレストラン１店舗を運営しております。
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［事業系統図］

　事業系統図は、以下のとおりです。
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３．当社グループの資本関係及び各社の役割について
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㈱
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100% ㈱リンク・インターナショナル 

［「Theory」ブランド等に関する日本国内及びアジアにおける 

商品企画、生産管理、店舗運営、販売の統括］ 

100% ㈱リンク・セールスコーポレーション 

［㈱リンク・インターナショナル日本国内直営店舗の運営業務を受託］ 

LK International (H.K.) Ltd.   ［香港における直営店舗運営］アジア他２社 

100% ㈱アーバンホリック  ［「Joie」ブランド等に関する日本国内における商品企画、 

生産管理、店舗運営、販売の統括］ 

Theory Shanghai International Trading Co., Ltd.  ［中国における直営店舗運営］ 

70% 

100% 

100% 
Link Theory Holdings (US) Inc. 

［米国の各会社を統括する持株会社］ 

Theory International，LLC   ［欧州・米国外地域への販売］ 

Theory LLC    ［「Theory」ブランドに関する商標権保有管理、商品企画、 

米国及び欧州における生産管理、販売の統括］ 

100% 

100% 

100% 

Helmut Lang New York LLC 

［「Helmut Lang」ブランドに関する商標権保有管理、商品企画、生産管理］ 

100% 

直営店舗運営会社 29社 
Theory Retail Holding LLC 

［直営店舗運営会社の統括］ 

100% 

直営店舗運営会社 10社 
Theory California Holding Inc. 

[カリフォルニア州直営店舗運営会社の統括] 

60% 
Jean-Michel Cazabat LLC 

［「Jean-Michel Cazabat」ブランドに関する商標権保有管理、商品企画、生産管理］ 

100% 

100% 

100% 

R&T LLC 

100% 

Rosner GmbH & Co.KG (rosner社) 他３社 

［「rosner」ブランド等に関する商標権保有管理、商品企画、欧州及び米国における 

生産管理、店舗運営、販売の統括］ 

100% 

Theory Europe GmbH & Co.KG 他４社 

［「Theory」ブランドに関するヨーロッパにおける商品企画、生産管理、店舗運営、販売の統括］ 

100% 

Link Theory Holdings (Europe) GmbH 

［欧州の各会社を統括する持株会社］ 

100% 
Premise Holdings LLC 

［「Premise」ブランドに関する商標権保有管理、商品企画、生産管理］ 

注）図は平成20年２月末現在の当社グループ資本関係を示しております。数字は持株比率を、［　］は各社の役割を記

載しております。
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社は「世界のコンテンポラリーマーケットをリードし、お客様の豊かなライフスタイルに貢献する」というビジョ

ンを持っております。そのために、「Theory」を中心とする当社ブランドの成長・進化に加え、インターナショナル

に、かつアパレルビジネスの枠を超えて、アクセサリーやシューズ、その他のライフスタイル・プロダクツに進出す

る努力を続けて参ります。

　また、お客様の、選ぶ喜び、買う喜び、着る喜び、社員の商品を企画する喜び、作る喜び、売る喜びが循環するこ

とによって、「お客様と社員が喜びを共有できる会社でありたい」というのが、我々の全社的理念であり、この「よ

ろこびの循環」を実現するために、今後も企業努力を重ねて参ります。

(2）目標とする経営指標

　当社グループは、平成22年８月期の営業利益率7.5％を経営指標として参ります。

(3）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

　当社グループは、平成20年８月期から平成22年８月期における中期経営計画「LTH2010」において、「利益成長を伴

う健全な業容拡大」を経営方針として掲げ、平成22年８月期において、売上高800億円、営業利益60億円、営業利益率

7.5％の達成を目指して参ります。

  「利益成長を伴う健全な業容拡大」を達成するために当社グループが対処すべき課題は、（ⅰ）ブランドポートフォ

リオの最適化、（ⅱ）育成・再生ブランドの黒字化、（ⅲ）「Theory」事業の持続的成長、であります。これらの課

題の解決方針と具体的施策は、以下のとおりです。 　

(ⅰ)ブランドポートフォリオの最適化について

　今後はコアブランドと育成ブランドのバランスのとれた成長を目指します。また、育成ブランド・再生ブランドと

もに損益の改善を最優先に取り組んで参りますが、一定期間中に損益改善の見込がたたない事業に関しては、随時事

業見直しも検討して参ります。

〈ブランドポートフォリオにおける位置づけ〉

コアブランド：Theory

育成ブランド：Helmut Lang、Premise、PLS+T、Joie等日本におけるカジュアルブランド

再生ブランド：Rosner

(ⅱ)育成・再生ブランドの黒字化について

　「Helmut Lang」は、「Theory」に次ぐコアブランドとして育成可能な潜在力あるブランドと考えており、平成22年

の黒字化を目標に米国を中心として事業拡大を図って参ります。当初は厳選した専門店だけでスタートしましたが、

今後は百貨店チャネルに販路を拡大し売上増加を図って参ります。

　「Premise」については、「Helmut Lang」と同様に百貨店顧客との取引拡大を図ることで売上増加を図り、平成21

年の黒字化を目指します。

　日本におけるカジュアル事業に関しては、平成19年８月期は営業赤字が縮小しており、今後も不採算店舗のスクラッ

プ・アンド・ビルドを含めブランド毎の損益管理を強化し、平成20年８月期の黒字化を目指します。

　ロースナー再生に向けては、従来の40歳以上の女性にフォーカスした商品で展開する2008年春夏シーズンのライン

については卸売顧客から好評を得ており、2008年春夏シーズンの前売り回復を通じて、同年秋冬シーズンからの売上

本格回復につなげていきたいと考えております。このようなマーチャンダイジングの改善と平行して、商品の外部調

達拡大による原価低減、生産管理部門の余剰人員削減等、経費の更なる削減により損益改善を図ります。以上の取り

組みを通じて、平成22年８月期のロースナー事業黒字転換を目指します。

(ⅲ)「Theory」事業の持続的成長について

　欧州における「Theory」事業を成長ドライバーとして積極的に展開していきます。現在主要マーケットである英国

を中心に売上が順調に伸びており、平成20年８月期には英国及びフランスにおける積極的な広告宣伝の実施、直営店

出店などを通じて成長を加速させて参ります。

　米国の「Theory」事業は順調に伸びており、引き続き卸売・リテールのバランスのとれた成長を目指します。

　日本における「Theory」事業は、新規出店による成長余地は限られておりますが、既存店舗の改装・増床などによ

り、現在の高い効率性を維持し更に高めて参ります。
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間連結会計期間末
（平成20年２月29日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産 ※１          

１．現金及び預金   7,101   5,159   5,672  

２．受取手形及び売掛金   3,200   3,317   3,997  

３．たな卸資産   8,309   8,192   8,118  

４．繰延税金資産   1,482   1,488   1,738  

５．その他   1,606   795   1,632  

貸倒引当金   △180   △64   △209  

流動資産合計   21,519 49.0  18,889 46.6  20,950 47.2

Ⅱ　固定資産 ※１          

１．有形固定資産 ※２  4,501   5,609   5,881  

２．無形固定資産           

(1）商標権   6,905   5,598   6,520  

(2）のれん   6,641   5,981   6,638  

(3）その他   305   291   306  

無形固定資産合計   13,851   11,871   13,465  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   597   2   618  

(2）差入敷金保証金   997   1,267   1,028  

(3）繰延税金資産   2,219   2,668   2,223  

(4）その他   393   584   440  

貸倒引当金   △191   △338   △176  

投資その他の資産合計   4,017   4,184   4,135  

固定資産合計   22,370 51.0  21,666 53.4  23,482 52.8

資産合計   43,889 100.0  40,555 100.0  44,432 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間連結会計期間末
（平成20年２月29日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金   3,521   3,985   4,834  

２．短期借入金 ※１  3,651   2,308   3,217  

３．１年以内返済予定の長期借
入金

  950   971   1,196  

４．未払金   1,326   1,565   1,831  

５．未払法人税等   602   422   367  

６．繰延税金負債   8   －   2  

７．賞与引当金   375   454   548  

８．事業構造改善引当金   189   －   280  

９．その他   496   490   514  

流動負債合計   11,122 25.3  10,199 25.1  12,793 28.8

Ⅱ　固定負債           

１．転換社債型新株予約権付社
債

  13,261   13,255   13,258  

２．長期借入金   4,252   2,608   3,662  

３．役員退職慰労引当金   189   189   189  

４．退職給付引当金   667   709   694  

５．その他   1,024   1,191   1,196  

固定負債合計   19,394 44.2  17,954 44.3  19,000 42.8

負債合計   30,516 69.5  28,153 69.4  31,793 71.6

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   6,354 14.5  6,396 15.8  6,369 14.3

２．資本剰余金   7,941 18.1  4,479 11.0  7,956 17.9

３．利益剰余金   △1,031 △2.4  1,856 4.6  △2,008 △4.5

株主資本合計   13,264 30.2  12,732 31.4  12,317 27.7

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．その他有価証券評価差額金   0 0.0  △0 △0.0  △0 △0.0

２．繰延ヘッジ損益   26 0.1  △42 △0.0  10 0.0

３．為替換算調整勘定   4 0.0  △302 △0.8  297 0.7

評価・換算差額等合計   30 0.1  △345 △0.8  308 0.7

Ⅲ　少数株主持分   77 0.2  14 0.0  13 0.0

純資産合計   13,372 30.5  12,401 30.6  12,638 28.4

負債純資産合計   43,889 100.0  40,555 100.0  44,432 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   29,610 100.0  31,045 100.0  59,419 100.0

Ⅱ　売上原価   14,861 50.2  14,224 45.8  29,076 48.9

売上総利益   14,748 49.8  16,821 54.2  30,342 51.1

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

※１  14,634 49.4  15,421 49.7  29,876 50.3

営業利益   114 0.4  1,399 4.5  466 0.8

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息及び配当
金

 41   16   83   

２．為替差益  442   －   918   

３．保険配当金  －   14   －   

４．貯蔵品売却益  －   7   －   

５．その他  29 513 1.7 18 57 0.2 82 1,084 1.8

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息  195   122   319   

２．為替差損  －   895   －   

３．株式交付費  0   2   0   

４．その他  11 207 0.7 7 1,027 3.3 115 435 0.7

経常利益   420 1.4  429 1.4  1,115 1.9

Ⅵ　特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 1   3   4   

２．受取配当金 ※３ －   1,014   －   

３．貸倒引当金戻入益  －   35   －   

４．事業構造改善引当
金戻入益

 －   78   －   

５．その他  － 1 0.0 － 1,132 3.6 0 4 0.0

Ⅶ　特別損失           

１．固定資産除売却損 ※４ 18   18   52   

２．事業整理損  102   160   172   

３．商品廃棄損  1   0   2   

４．リース解約損  12   11   29   

５．借入調達費用除却
損

※５ 37   －   38   

６．事業構造改善引当
金繰入額

※６ 181   －   262   

７．減損損失 ※７ 4,734   －   5,032   

８．訴訟関連費用 ※８ －   36   90   

９．本社移転損失 ※９ －   55   －   

10．その他  10 5,098 17.2 29 313 1.0 480 6,160 10.4
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前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

税金等調整前中間
純利益又は税金等
調整前中間（当
期）純損失（△）

  △4,676 △15.8  1,248 4.0  △5,039 △8.5

法人税、住民税及
び事業税

 1,071   1,261   1,886   

法人税等調整額  △1,092 △20 △0.1 △376 885 2.9 △1,276 609 1.0

少数株主利益又は
少数株主損失(△)

  △14 △0.0  2 0.0  △32 △0.0

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△）

  △4,640 △15.7  360 1.1  △5,617 △9.5
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年８月31日　残高

（百万円）
6,335 7,922 3,703 17,961

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行 18 18  37

剰余金の配当   △94 △94

中間純損失   △4,640 △4,640

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中

の変動額（純額）
    

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） 18 18 △4,735 △4,697

平成19年２月28日　残高

（百万円）
6,354 7,941 △1,031 13,264

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成18年８月31日　残高

（百万円）
0 33 △227 △194 88 17,855

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行      37

剰余金の配当      △94

中間純損失      △4,640

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中

の変動額（純額）
0 △6 231 225 △11 214

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） 0 △6 231 225 △11 △4,482

平成19年２月28日　残高

（百万円）
0 26 4 30 77 13,372

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年８月31日　残高

（百万円）
6,369 7,956 △2,008 12,317

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行 27 27  54

資本剰余金の減少（注）  △3,503 3,503 －

中間純利益   360 360

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中

の変動額（純額）
    

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
27 △3,476 3,864 414

平成20年２月29日　残高

（百万円）
6,396 4,479 1,856 12,732
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ　
損益

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成19年８月31日　残高

（百万円）
△0 10 297 308 13 12,638

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行      54

資本剰余金の減少（注）      －

中間純利益      360

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中

の変動額（純額）
△0 △53 △600 △653 1 △652

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
△0 △53 △600 △653 1 △237

平成20年２月29日　残高

（百万円）
△0 △42 △302 △345 14 12,401

（注）平成19年11月の定時株主総会で決議された繰越利益剰余金の損失額の填補であります。

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年８月31日　残高

（百万円）
6,335 7,922 3,703 17,961

連結会計年度中の変動額

新株の発行 33 33  67

剰余金の配当   △94 △94

当期純損失   △5,617 △5,617

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変

動額（純額）
    

連結会計年度中の変動額合計（百万円） 33 33 △5,711 △5,644

平成19年８月31日　残高

（百万円）
6,369 7,956 △2,008 12,317

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ　
損益

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成18年８月31日　残高

（百万円）
0 33 △227 △194 88 17,855

連結会計年度中の変動額

新株の発行      67

剰余金の配当      △94

当期純損失      △5,617

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変

動額（純額）
△0 △22 525 503 △75 427

連結会計年度中の変動額合計（百万円） △0 △22 525 503 △75 △5,216

平成19年８月31日　残高

（百万円）
△0 10 297 308 13 12,638
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間純利益又は税金等
調整前中間（当期）純損失

 △4,676 1,248 △5,039

減価償却費  435 614 989

のれん償却額  249 168 432

賞与引当金の増減額（減少：△）  10 △67 171

貸倒引当金の増加額  143 53 143

退職給付引当金の増減額
（減少：△）

 10 11 △0

事業構造改善引当金の増減額
（減少：△）

 181 △196 262

受取利息及び受取配当金  △41 △1,031 △83

支払利息  195 122 319

為替差損益（差益：△）  △385 900 △796

商標権償却額  587 444 1,061

株式交付費  0 2 0

固定資産売却益  △1 △3 △4

貸倒引当金戻入益  － △35 －

事業構造改善引当金戻入益  － △78 －

固定資産除売却損  18 18 52

事業整理損  102 160 172

商品廃棄損  1 0 2

リース解約損  12 11 29

借入調達費用除却損  37 － 38

減損損失  4,734 － 5,032

訴訟関連費用  － 36 90

本社移転損失  － 55 －

貯蔵品評価損  － － 351

売上債権の減少額  734 550 46

たな卸資産の増減額（増加：△）  754 △477 774

仕入債務の減少額  △1,337 △676 △138

未払金の減少額  △448 △166 △77

未払費用等の増減額（減少：△）  △282 △1 7

未払消費税等の増減額
（減少：△）

 190 △92 212

その他  385 165 446

小計  1,609 1,737 4,494

利息及び配当金の受取額  44 14 86

利息の支払額  △217 △140 △351

リース解約の支払額  △20 △30 △51

法人税等の支払額  △878 △551 △2,048

その他  △130 △329 △359

営業活動によるキャッシュ・フロー  407 700 1,771
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前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

 　　 定期預金解約による収入  － － 2

有形固定資産の取得による支出  △1,605 △731 △3,278

有形固定資産の売却による収入  6 13 88

無形固定資産の取得による支出  △83 △81 △164

無形固定資産の売却による収入  － － 0

投資有価証券の取得による支出  △0 △0 △1

出資分配金の受取による収入  － 1,592 －

会員権の売却による収入  － － 1

連結子会社株式の取得価額減額に伴
う収入

 150 － 154

その他  △16 △36 △96

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,549 756 △3,294

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額
（減少：△）

 450 △763 △99

長期借入れによる収入  － 1,600 －

長期借入金の返済による支出  △5,976 △2,838 △6,554

株式の発行による収入  37 51 66

配当金の支払額  △94 △0 △94

財務活動によるキャッシュ・フロー  △5,582 △1,949 △6,681

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  34 △19 86

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額
　　（減少額：△）

 △6,690 △512 △8,117

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  13,789 5,672 13,789

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高

※ 7,098 5,159 5,672
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１．連結の範囲に関する事

項

 

(1）連結子会社の数　57社

主要な連結子会社

㈱リンク・インターナショナル

Link Theory Holdings (US) Inc.

Theory LLC

㈱アーバンホリック

㈱リンク・セールスコーポレーショ

ン

LK International (H.K.) Ltd.

Theory Korea Co., Ltd.

Theory Shanghai International

 Trading Co., Ltd.

Theory Taiwan Co., Ltd.

Link Theory Holdings (Europe)

 GmbH

Rosner GmbH & Co. KG

(1）連結子会社の数　65社

主要な連結子会社

㈱リンク・インターナショナル

㈱リンク・セールスコーポレーショ

ン

㈱アーバンホリック

Link Theory Holdings (US) Inc.

Theory LLC

Helmut Lang New York LLC

Link Theory Holdings (Europe)

 GmbH

Rosner GmbH & Co. KG

Theory Europe GmbH & Co.KG

LK International (H.K.) Ltd.

Theory Shanghai International

 Trading Co., Ltd.

(1）連結子会社の数　62社

主要な連結子会社

㈱リンク・インターナショナル

Link Theory Holdings (US) Inc.

Theory LLC

㈱アーバンホリック

㈱リンク・セールスコーポレーショ

ン

LK International (H.K.) Ltd.

Theory Shanghai International

 Trading Co., Ltd.

Link Theory Holdings (Europe)

 GmbH

Rosner GmbH & Co. KG

Theory Europe GmbH & Co.KG

Helmut Lang LLC

 　上記のうちLink Theory Holdings

　(US) Inc.の子会社10社及びLink 

Theory Holdings (Europe) GmbH

の子会社１社について、当中間連結

会計期間に設立したため、連結の範

囲に含めております。

　上記のうちLink Theory Holdings

　(US) Inc.の子会社２社及びLink 

Theory Holdings (Europe) GmbH

の子会社１社について、当連結会計

年度に設立したため、連結の範囲に

含めております。

　なお、Helmut Lang LLCは平成19

年８月28日付でHelmut Lang New 

York LLCに社名変更致しておりま

す。 

　上記のうちLink Theory Holdings

　(US) Inc.の子会社13社及びLink 

Theory Holdings (Europe) GmbH

の子会社３社について、当連結会計

年度に設立したため、連結の範囲に

含めております。

２．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項

　連結子会社のうちLink Theory

Holdings (US) Inc.及び同子会社42

社とLink Theory Holdings 

(Europe) GmbH及び同子会社６社の

中間決算日は12月31日、

LK International(H.K.) Ltd.、

Theory Taiwan Co., Ltd.及び

Theory Korea Co., Ltd.の中間決算

日は11月30日であるため、中間連結

財務諸表の作成に当たっては、各々

同中間決算日現在の財務諸表を使用

しております。ただし、同決算日か

ら中間連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

　また、Theory Shanghai 

International Trading Co., Ltd.

につきましては、期末決算日の12月

31日を中間決算日としたうえ中間連

結財務諸表を作成しております。中

間連結財務諸表を作成するにあたっ

ては、同日現在の財務諸表を使用し、

中間連結決算日までの期間に発生し

た重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

　なお、それ以外の連結子会社の中

間会計期間末日と中間連結決算日は

一致しております。

　連結子会社のうちLink Theory

Holdings (US) Inc.及び同子会社47

社とLink Theory Holdings

 (Europe) GmbH及び同子会社９社の

中間決算日は12月31日、

LK International (H.K.) Ltd.、及

び他２社の中間決算日は11月30日で

あるため、中間連結財務諸表の作成

に当たっては、各々同中間決算日現

在の財務諸表を使用しております。

ただし、同決算日から中間連結決算

日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っております。

　また、Theory Shanghai

 International Trading Co., Ltd.

につきましては、期末決算日の12月

31日を中間決算日としたうえ中間連

結財務諸表を作成しております。中

間連結財務諸表を作成するにあたっ

ては、同日現在の財務諸表を使用し、

中間連結決算日までの期間に発生し

た重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

　なお、それ以外の連結子会社の中

間会計期間末日と中間連結決算日は

一致しております。

　連結子会社のうちLink Theory

Holdings (US) Inc.及び同子会社45

社と、Link Theory Holdings 

(Europe) GmbH及び同子会社８社の決

算日は６月30日、LK International 

(H.K.) Ltd.及び他２社の決算日は５

月31日であるため、連結財務諸表の

作成に当たっては、各々同決算日現

在の財務諸表を使用しております。

また、Theory Shanghai

 International Trading Co., Ltd.

につきましては、中間決算日の６月

30日を決算日としたうえ連結財務諸

表を作成しております。ただし、同

決算日から連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。

　なお、それ以外の連結子会社の事

業年度末日と連結決算日は一致して

おります。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

３．会計処理基準に関する

事項

 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

イ　有価証券

(イ）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

(ロ）その他有価証券

  時価のあるもの

　中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、

移動平均法により算出して

おります）を採用しており

ます。

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

イ　有価証券

(イ）満期保有目的の債券

同左

(ロ）その他有価証券

  時価のあるもの

同左

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

イ　有価証券

(イ）満期保有目的の債券

同左

(ロ）その他有価証券

  時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算出してお

ります）を採用しておりま

す。 

 

 

時価のないもの

　移動平均法による原価法

を採用しております。

  なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

時価のないもの

　移動平均法による原価法

を採用しております。

　なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってお

ります。

時価のないもの

　移動平均法による原価法

を採用しております。

　なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

 

 

ロ　デリバティブ

時価法

ロ　デリバティブ

同左

ロ　デリバティブ

同左

 

 

ハ　たな卸資産

(イ）商品

　当社及び国内連結子会社は、

移動平均法による原価法を、

また、在外連結子会社は移動

平均法又は先入先出法による

原価法を採用しております。

ハ　たな卸資産

(イ）商品

同左

ハ　たな卸資産

(イ）商品

同左

 

 

(ロ）貯蔵品

　当社及び国内連結子会社は、

最終仕入原価法による原価法

を、また、在外連結子会社は

移動平均法又は先入先出法に

よる原価法を採用しておりま

す。

          

　ただし、季越商品等につい

ては、販売可能額を基準とし

て評価減を実施しており、こ

れによる金額は売上原価に算

入しております。

(ロ）貯蔵品

同左

(ロ）貯蔵品

同左

 

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

イ　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定

率法を、また、在外連結子会社

は定額法を採用しております。

（ただし、当社及び国内連結子

会社は平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）は定額法によっておりま

す。）

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び構築物　８～47年

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

イ　有形固定資産

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

イ　有形固定資産

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

 

 

ロ　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

商標権　　　10年

ソフトウェア

　自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

ロ　無形固定資産

同左

ロ　無形固定資産

同左

 

 

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

同左

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

同左

 ロ　賞与引当金

　従業員の賞与の支出に備えて、

賞与支給見込額の当中間連結会

計期間負担額を計上しておりま

す。

ロ　賞与引当金

同左

ロ　賞与引当金

　従業員の賞与の支出に備えて、

賞与支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

 ハ　役員賞与引当金

　役員の賞与の支出に備えて、

賞与支給見込額の当中間連結会

計期間負担額を計上しておりま

す。

ハ　役員賞与引当金

同左

ハ　役員賞与引当金

　役員の賞与の支出に備えて、

賞与支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

 ニ　退職給付引当金

　一部の在外子会社は従業員の

退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。

ニ　退職給付引当金

同左

ニ　退職給付引当金

　一部の在外子会社は従業員の

退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債

務を見込額に基づき計上してお

ります。

 ホ　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備

えて、役員退職慰労金規程に基

づく期末要支給額を計上してお

りましたが、平成18年８月開催

の取締役会において、役員退職

慰労金制度の廃止を決議致しま

した。制度廃止以降、新規繰入

は行っておらず、当中間連結会

計期間末における役員退職慰労

引当金残高は当該決議以前に対

応する支給予定額であります。

ホ　役員退職慰労引当金

　当社は、役員の退職慰労金の

支出に備えて、役員退職慰労金

規程に基づく期末要支給額を計

上しておりましたが、平成18年

８月開催の取締役会において、

役員退職慰労金制度の廃止を決

議致しました。制度廃止以降、

新規繰入は行っておらず、当中

間連結会計期間末における役員

退職慰労引当金残高は当該決議

以前に対応する支給予定額であ

ります。

ホ　役員退職慰労引当金

　当社は、役員の退職慰労金の

支出に備えて、役員退職慰労金

規程に基づく期末要支給額を計

上しておりましたが、平成18年

８月開催の取締役会において、

役員退職慰労金制度の廃止を決

議致しました。制度廃止以降、

新規繰入は行っておらず、当連

結会計年度末における役員退職

慰労引当金残高は当該決議以前

に対応する支給予定額でありま

す。

ヘ　事業構造改善引当金

　事業構造改善に伴い、今後発

生が見込まれる費用について見

積計上しております。

ヘ　事業構造改善引当金

同左

ヘ　事業構造改善引当金

同左

 (4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

(4）重要なリース取引の処理方法

同左

(4）重要なリース取引の処理方法

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

 

 

(5）重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を適用してお

ります。

(5）重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

同左

(5）重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

同左

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債務及び

予定取引

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債務、予

定取引及び出資

金

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ハ　ヘッジ方針

　内規で定めるリスク管理方法

に基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。

ハ　ヘッジ方針

同左

ハ　ヘッジ方針

同左

 ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約については、ヘッジ

対象とヘッジ手段に関する重要

な条件が同一であり、かつ、

ヘッジ開始時及びその後も継続

して相場変動を完全に相殺する

ものと想定できるため、ヘッジ

有効性の評価は省略しておりま

す。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

同左

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (6）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。

(6）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

(6）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

同左

４．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結

キャッシュ・フロー計

算書）における資金の

範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同左 同左

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

────── ────── （減価償却方法の変更）

　当連結会計年度から、法人税法の改正に伴い、

平成19年４月１日以降取得の固定資産について

は、改正法人税法に規定する償却方法により、

減価償却費を計上しております。

　なお、これによる当連結会計年度の損益に与

える影響は軽微であります。

表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

（中間連結貸借対照表）

　前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間から、「のれ

ん」と表示しております。

──────―――

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

　前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から、

「のれん償却額」と表示しております。

──────―――
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追加情報

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

（訴訟事件に関して）

　当社及び当社の連結子会社の㈱リンク・イン

ターナショナル及びLink Theory

Holdings (US) Inc.は、平成18年10月24日付に

て訴状の送達を受け、次のとおりに訴訟の提起

を受けました。

　当社の米国子会社Theory LLC買収に関連して、

当社及び上記当社連結子会社らに忠実義務違反、

詐欺、不当利得、契約違反等があり、これらに

よってElie Tahari氏が自己の持分を不当に安

い価格で売却させられ、それにより182,000千

米ドル以上にのぼる損害を被ったとして、Elie 

Tahari氏及びElie Tahari 2003 Grantor 

Retained Annuity Trustを原告、当社、上記当

社連結子会社及び当社代表取締役佐々木力らを

被告とする損害賠償請求訴訟の提起を受けるに

至りました。

　当社及び上記連結子会社らは、原告の主張に

は根拠は全くないと考えており、法的手続に則

り当社の主張を粛々と行っており、今後も本件

訴訟に対して適切に対処していく所存でありま

す。

（訴訟事件の一部棄却に関して）

　当社及び当社の連結子会社の㈱リンク・イ

ンターナショナル及びLink Theory

 Holdings (US) Inc.は、平成18年10月24日付

にて訴状の送達を受け、次のとおりに訴訟の

提起を受けました。

　当社の米国子会社Theory LLC買収に関連し

て、当社及び上記当社連結子会社らに忠実義

務違反、詐欺、不当利得、契約違反等があり、

これらによってElie Tahari氏が自己の持分を

不当に安い価格で売却させられ、それにより

182百万米ドル以上にのぼる損害を被ったとし

て、Elie Tahari氏及びElie Tahari 2003 

Grantor Retained

 Annuity Trustを原告、当社、上記当社連結

子会社及び当社代表取締役佐々木力らを被告

とする損害賠償請求訴訟の提起を受けるに至

りました。

　ニューヨーク州裁判所は、平成19年６月18

日に、Theoryブランドに関するロイヤリティ

支払い金額が不足しているとする請求を除き、

原告による全ての請求（忠実義務違反、詐欺、

不当利得）を棄却しました。

　この結果、原告が損害額と主張していた

「182百万米ドル以上」のうち180百万米ドル

に相当する請求が棄却され、継続するロイヤ

リティ支払いに関する請求に基づき原告が主

張する損害額は大幅に減少し「2百万米ドル」

以上となります。なお、この棄却に対して原

告は控訴審に上訴しております。

　今回ニューヨーク州裁判所により示された

短期間での棄却決定は、当社グループの主張

が全面的に受け入れられた証左であり、審理

が継続するロイヤリティ支払いに関する請求

及び控訴審においても、法的手続に則り当社

の主張をこれまでどおり粛々と行って参りま

す。

（訴訟事件の一部棄却に関して）

同左

────── （減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税法に基づく

減価償却方法の適用により取得価額の５%に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５%相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

　なお、これによる損益への影響は軽微であ

ります。

──────
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間連結会計期間末
（平成20年２月29日）

前連結会計年度末
（平成19年８月31日）

※１　担保提供資産

　(1）担保に供している資産

Link Theory Holdings

 (US) Inc.の総資産
19,971百万円

※１　担保提供資産

　(1）担保に供している資産

Link Theory Holdings

 (US) Inc.の子会社４社

の総資産

 25,851百万円

※１　担保提供資産

　(1）担保に供している資産

Link Theory Holdings

 (US) Inc.の子会社６社

の総資産

    21,508百万円

　(2）上記に対応する債務

短期借入金 357百万円

　(2）上記に対応する債務

輸入信用状等（極度額)   1,269百万円

　(2）上記に対応する債務

短期借入金        246百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、

2,618百万円であります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、

3,388百万円であります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、

3,098百万円であります。

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。

役員報酬 191百万円

給与手当及び賞与 4,473百万円

賞与引当金繰入額 467百万円

退職給付費用 5百万円

貸倒引当金繰入額 87百万円

減価償却費 435百万円

のれん償却額 249百万円

地代家賃 1,458百万円

見本費 793百万円

商標権償却額 587百万円

業務委託料 522百万円

役員報酬 193百万円

給与手当及び賞与 5,012百万円

賞与引当金繰入額 484百万円

退職給付費用 21百万円

貸倒引当金繰入額 72百万円

減価償却費 614百万円

のれん償却額 168百万円

地代家賃 1,584百万円

見本費 626百万円

商標権償却額 444百万円

業務委託料 484百万円

役員報酬 349百万円

給与手当及び賞与 9,536百万円

賞与引当金繰入額 812百万円

退職給付費用 25百万円

貸倒引当金繰入額 191百万円

減価償却費 989百万円

のれん償却額 432百万円

地代家賃 2,931百万円

見本費 1,467百万円

商標権償却額 1,061百万円

業務委託料 1,066百万円

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。

車両運搬具 1百万円

  

車両運搬具 3百万円

  

建物及び構築物 0百万円

機械装置 0百万円

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 0百万円

ソフトウェア 0百万円

計 4百万円

※３　　　　 ―――――――― ※３　米国子会社が保有していた投資目的会

社への出資に関して、同投資目的会社

の投資目的の終了に伴う投資持分に係る

配当金です。

※３　　　　 ――――――――

※４　固定資産除売却損の内容は次のとおり

であります。

※４　固定資産除売却損の内容は次のとおり

であります。

※４　固定資産除売却損の内容は次のとおり

であります。

建物及び構築物 17百万

工具器具備品 0百万

ソフトウェア 0百万

　計 18百万

建物及び構築物 16百万円

工具器具備品 1百万円

その他 0百万円

計 18百万円

建物及び構築物 39百万円

車両運搬具 6百万円

工具器具備品 5百万円

ソフトウェア 0百万円

計 52百万円

※５　借入金調達のための支出費用は、長期

前払費用に計上し、借入期間で均等償却

しております。特別損失の借入調達費用

除却損には、借入金の早期返済等により、

効果が認められなくなった部分の償却額

を計上しております。

※５　　　　 ―――――――― ※５　借入金調達のための支出費用は、長期

前払費用に計上し、借入期間で均等償却

しております。特別損失の借入調達費用

除却損には、借入金の早期返済等により、

効果が認められなくなった部分の償却額

を計上しております。

※６　子会社における、事業構造の改善を目

的とした人員の削減費用等の見積額を計

上しております。

※６　　　　 ―――――――― ※６　子会社における、事業構造の改善を目

的とした人員の削減費用等の見積額を計

上しております。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※７　減損損失の算定にあたっては、当社グ

ループは、管理会計上の区分等をキャッ

シュ・フローを生み出す最小単位として、

資産のグルーピングを行っております。

当中間連結会計期間において、当社グルー

プはLink Theory Holdings (Europe)

 GmbH（ドイツ）の資産グループについて

減損損失を計上しております。

用途 種類 金額（百万円）

ロースナー事

業

商標権 2,294 

のれん 2,161 

有形固定資産 277 

　Link Theory Holdings (Europe) GmbH

の子会社であるRosner GmbH & Co. KGを

買収した際に、同社のロースナー事業の

超過収益力を前提として商標権、のれん

等を計上しておりましたが、営業活動に

よる収益性の低下等が認められ、将来

キャッシュ・フローによって当資産グルー

プの回収可能性が低いと判断し、商標権

及びのれんを全額減損損失とし、有形固

定資産については回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しております。

　当資産グループの回収可能価額は、商

標権及びのれんは使用価値により測定し、

有形固定資産は正味売却価額により測定

しております。なお、使用価値により回

収可能価額を想定する場合の将来キャッ

シュ・フローの割引率は、11.7％であり

ます。

※７　　　　 ―――――――― ※７　減損損失の算定にあたっては、当社グ

ループは、管理会計上の区分等をキャッ

シュ・フローを生み出す最小単位として、

資産のグルーピングを行っております。

当連結会計年度において、当社グループ

はLink Theory Holdings (Europe) GmbH

（ドイツ）の資産グループ及び、Link 

Theory Holdings（US）Inc.の子会社であ

るJean-Michel Cazabat LLCが保有する商

標権等について減損損失を計上しており

ます。

用途 種類 金額（百万円）

１．ロース

ナー事業

商標権 2,367 

のれん 2,229 

有形固定資産 286 

２．Jean-

Michel 

Cazabat事業

商標権等
148

 　　１．ロースナー事業

　　　Link Theory Holdings (Europe) GmbH

の子会社であるRosner GmbH & Co. KGを

買収した際に、同社のロースナー事業の

超過収益力を前提として商標権、のれん

等を計上しておりましたが、営業活動に

よる収益性の低下等が認められ、将来

キャッシュ・フローによって当資産グルー

プの回収可能性が低いと判断し、商標権

及びのれんを全額減損損失とし、有形固

定資産については回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しております。

　当資産グループの回収可能価額は、商

標権及びのれんは使用価値により測定し、

有形固定資産は正味売却価額により測定

しております。なお、使用価値により回

収可能価額を想定する場合の将来キャッ

シュ・フローの割引率は、11.7％であり

ます。

 　　２．Jean-Michel Cazabat事業

　　   Link Theory Holdings (US) Inc.の子

会社であるJean-Michel Cazabat LLCが保

有する商標権等について、営業活動によ

る収益性の低下等が認められ、将来キャッ

シュ・フローによって回収可能性が低い

と判断し、商標権等を全額減損損失とし

て特別損失に計上しております。

　当該商標権等の回収可能価額は、商標

権等の使用価値により測定しております。

なお、使用価値により回収可能価額を想

定する場合の将来キャッシュ・フローの

割引率は、8.0％であります。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※８　　　　 ―――――――― ※８　現在係争中の訴訟に係る費用でありま

す。

※８　　　　　　　 同左

※９　　　　 ―――――――― ※９　本社移転に伴う費用の内訳は以下のと

おりであります。

固定資産除却損  

　建物付属設備 27百万円

　工具器具備品 1百万円

原状回復費用 24百万円

その他 1百万円

計 55百万円

※９　　　　 ――――――――

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数（株）

当中間連結会計期間

増加株式数（株）

当中間連結会計期

間減少株式数（株）

当中間連結会計期

間末株式数（株）

　発行済株式

　　　普通株式 151,096 288 － 151,384

合計 151,096 288 － 151,384

　（注）普通株式の発行済株式総数の増加288株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成18年11月28日

定時株主総会
普通株式 94 625 平成18年８月31日 平成18年11月29日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数（株）

当中間連結会計期間

増加株式数（株）

当中間連結会計期

間減少株式数（株）

当中間連結会計期

間末株式数（株）

　発行済株式

　　　普通株式 151,608 7,304 － 158,912

合計 151,608 7,304 － 158,912

　（注）普通株式の発行済株式総数の増加7,304株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数（株）

当連結会計年度

増加株式数（株）

当連結会計年度

減少株式数（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

　発行済株式

　　　普通株式 151,096 512 － 151,608

合計 151,096 512 － 151,608

　（注）普通株式の発行済株式総数の増加512株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加512株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成18年11月28日

定時株主総会
普通株式 94 625  平成18年８月31日  平成18年11月29日

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成19年２月28日現在）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成20年２月29日現在）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

（平成19年８月31日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 7,101

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△2

現金及び現金同等物 7,098

（百万円）

現金及び預金勘定 5,159

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
－

現金及び現金同等物 5,159

 （百万円）

現金及び預金勘定 5,672

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
－

現金及び現金同等物 5,672

㈱リンク・セオリー・ホールディングス（3373）平成 20 年８月期中間決算短信

－ 31 －



（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額

 

取得価額
相当額
 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

 建物 903 506 － 397

機械装
置及び
運搬具

119 51 － 68

工具器
具備品

237 118 － 119

ソフト
ウェア

87 18 － 68

 合計 1,347 694 － 653

 

取得価額
相当額
 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

 建物 992 488 － 503

機械装
置及び
運搬具

38 13 － 25

工具器
具備品

149 101 － 47

ソフト
ウェア

115 43 － 71

 合計 1,295 647 － 648

 

取得価額
相当額
 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
 
(百万円)

 建物 1,085 468 － 617

機械装
置及び
運搬具

91 44 － 47

工具器
具備品

161 86 － 75

ソフト
ウェア

116 32 － 84

 合計 1,456 632 － 823

②　未経過リース料中間期末残高相当額及び

リース資産減損勘定中間期末残高

②　未経過リース料中間期末残高相当額及び

リース資産減損勘定中間期末残高

②　未経過リース料期末残高相当額及びリー

ス資産減損勘定期末残高

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 348百万円

１年超 320百万円

合計 668百万円

リース資産減損勘定中間期末残高

 －百万円

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内        370百万円

１年超        305百万円

合計        675百万円

リース資産減損勘定中間期末残高

        －百万円

未経過リース料期末残高相当額

１年内        416百万円

１年超        429百万円

　合計        846百万円

リース資産減損勘定期末残高

        －百万円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

支払リース料 221百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

－百万円

減価償却費相当額 212百万円

支払利息相当額 8百万円

減損損失 －百万円

支払リース料        229百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

       －百万円

減価償却費相当額        220百万円

支払利息相当額        9百万円

減損損失        －百万円

支払リース料        458百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

       －百万円

減価償却費相当額        441百万円

支払利息相当額        19百万円

減損損失        －百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 1,493百万円

１年超 14,601百万円

合計 16,095百万円

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内      1,681百万円

１年超     13,428百万円

合計     15,110百万円

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内      1,643百万円

１年超    14,835百万円

合計    16,479百万円
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成19年２月28日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価
（百万円）

中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額
（百万円）

(1）株式 2 2 0

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 2 2 0

　（注）　有価証券の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認め

られた額について減損処理を行っております。なお、当中間連結会計期間においては、その他有価証券で時価の

ある株式について、減損処理すべき株式はありません。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券

非上場外国債券 0

(2）その他有価証券

投資事業組合への出資 595

当中間連結会計期間末（平成20年２月29日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価
（百万円）

中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額
（百万円）

(1）株式 3 2 △0

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 3 2 △0

　（注）　有価証券の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認め

られた額について減損処理を行っております。なお、当中間連結会計期間においては、その他有価証券で時価の

ある株式について、減損処理すべき株式はありません。
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前連結会計年度（平成19年８月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの 

種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの
株式 2 2 △0

合計 2 2 △0

（注）　有価証券の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行っております。なお、当連結会計年度においては、その他有価証券で時価のある

株式について、減損処理すべき株式はありません。

 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容

連結貸借対照表計上額（百万円）

（1）満期保有目的の債券  

 非上場外国債券 0

（2）その他有価証券  

 非上場株式 －

 投資事業組合等への出資 616

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末（平成19年２月28日現在）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円)

通貨 為替予約取引 162 167 4

　（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

当中間連結会計期間末（平成20年２月29日現在）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円)

通貨 為替予約取引 213 212 △0

　（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

前連結会計年度末（平成19年８月31日現在）

　当社はデリバティブ取引を利用しておりますが、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載を省略してお

ります。
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（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自平成18年９月１日　至平成19年２月28日）

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自平成19年９月１日　至平成20年２月29日）

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。

前連結会計年度（自平成18年９月１日　至平成19年８月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容

平成14年
ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社グループ取締役及び従業

員　10名

当社グループ監査役及び従業

員　97名
当社グループ取締役　１名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　7,280株 普通株式　120株 普通株式　2,400株

付与日 平成14年10月15日 平成14年10月15日 平成16年１月15日

権利確定条件

付与日（平成14年10月15日）

以降、権利確定日（平成16年

７月31日）まで継続して勤務

していること。

付与日（平成14年10月15日）

以降、権利確定日（平成16年

９月30日）まで継続して勤務

していること。

付与日（平成16年１月15日）

以降、第１回権利確定日（平

成17年９月10日）まで継続し

て勤務していることにより、

割当を受けた新株予約権の３

分の１、最終権利確定日（平

成18年９月10日）まで継続し

て勤務していることにより、

割当を受けた新株予約権の全

ての権利が確定する。

対象勤務期間

１年10ヶ月間（自　平成14年

10月15日　至　平成16年７月

31日）

２年間（自　平成14年10月15

日　至　平成16年９月30日）

２年８ヶ月間（自　平成16年

１月15日　至　平成18年９月

10日）

権利行使期間

平成16年８月１日から平成24

年７月31日まで

 

平成16年10月１日から平成24

年９月30日まで

平成17年９月11日から平成25

年９月10日まで

権利行使価格（円） 7,000 7,000 131,250

付与日における公正な評価単

価（円）
－ － －
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平成16年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社グループ取締役及び従業

員　34名
当社グループ従業員　２名

当社グループ取締役及び従業

員　100名

ストック・オプション数 普通株式　1,152株 普通株式　72株 普通株式　625株

付与日 平成16年10月１日 平成16年11月１日 平成18年２月13日

権利確定条件

付与日（平成16年10月１日）

以降、権利確定日（平成18年

８月25日）まで継続して勤務

していること。

付与日（平成16年11月１日）

以降、権利確定日（平成18年

８月25日）まで継続して勤務

していること。

付与日（平成18年２月13日）

以降、権利確定日（平成21年

２月13日）まで継続して勤務

していること。

対象勤務期間

１年11ヶ月間（自　平成16年

10月１日　至　平成18年８月

25日）

１年10ヶ月間（自　平成16年

11月１日　至　平成18年８月

25日）

３年間（自　平成18年２月13

日　至　平成21年２月13日）

権利行使期間
平成18年８月26日から平成26

年８月24日まで

平成18年８月26日から平成26

年８月24日まで

平成21年２月14日から平成24

年２月13日まで

権利行使価格（円） 131,250 131,250 741,300

付与日における公正な評価単

価（円）
－ － －

平成18年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社グループ取締役　１名

ストック・オプション数 普通株式　25株

付与日 平成18年４月18日

権利確定条件

付与日（平成18年４月18日）

以降、権利確定日（平成21年

４月18日）まで継続して勤務

していること。

対象勤務期間
３年間（自　平成18年４月18

日　至　平成21年４月18日）

権利行使期間
平成21年４月19日から平成24

年４月18日まで

権利行使価格（円） 704,000

付与日における公正な評価単

価（円）
－

（注）１．上記表に記載された株式数は、平成17年３月11日付株式分割（株式１株につき４株）及び平成17年10月20日

付株式分割（株式１株につき２株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

２．権利行使価格については、平成17年３月11日付株式分割（株式１株につき４株）及び平成17年10月20日付株

式分割（株式１株につき２株）による調整後の１株当たりの価格を記載しております。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）、当中間連結会計期間（自　平成19年

９月１日　至　平成20年２月29日）及び前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　売上高、営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める衣料品事業

の割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対

する売上高
11,585 13,015 4,805 204 29,610 － 29,610

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

153 679 － － 833 (833) －

計 11,738 13,695 4,805 204 30,443 (833) 29,610

営業費用 10,467 13,605 5,477 229 29,779 (283) 29,495

営業利益又は営業損

失（△）
1,270 90 △671 △25 663 (549) 114

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域

(1）北米・・・・・米国

(2）欧州・・・・・ドイツ

(3）その他・・・・韓国、中国（香港を含む）、台湾

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は533百万円で、その主なものは当社

経理、人事、総務部門等の管理部門に係る費用であります。

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高
11,295 15,332 4,223 194 31,045 － 31,045

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

452 861 － － 1,314 (1,314) －

計 11,748 16,193 4,223 194 32,359 (1,314) 31,045

営業費用 9,847 15,319 4,684 189 30,041 (395) 29,645

営業利益又は営業損

失（△）
1,900 873 △460 4 2,318 (919) 1,399

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域

(1）北米・・・・・米国

(2）欧州・・・・・ドイツ

(3）その他・・・・韓国、中国（香港を含む）、台湾

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は603百万円で、その主なものは当社

経理、人事、総務部門等の管理部門に係る費用であります。
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前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高
22,045 28,057 8,815 500 59,419 － 59,419

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

297 1,463 － － 1,760 (1,760) －

計 22,342 29,520 8,815 500 61,179 (1,760) 59,419

営業費用 20,149 28,437 10,542 506 59,635 (682) 58,952

営業利益又は営業損

失（△）
2,193 1,083 △1,726 △6 1,544 (1,077) 466

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域

(1）北米・・・・・米国

(2）欧州・・・・・ドイツ

(3）その他・・・・韓国、中国（香港を含む）、台湾

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,067百万円で、その主なものは当

社経理、人事、総務部門等の管理部門に係る費用であります。
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ｃ．海外売上高

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

 北米 欧州 その他 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 13,001 4,822 204 18,028

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 29,610

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
43.9 16.3 0.7 60.9

　（注）１．各区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米・・・・・米国、カナダ

(2）欧州・・・・・ドイツ、オランダ、スウェーデン

(3）その他・・・・韓国、中国（香港を含む）、台湾

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

 北米 欧州 その他 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 14,860 4,302 859 20,022

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 31,045

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
47.9 13.8 2.8 64.5

　（注）１．各区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米・・・・・米国、カナダ

(2）欧州・・・・・ドイツ、オランダ、スウェーデン

(3）その他・・・・韓国、中国（香港を含む）、台湾

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 北米 欧州 その他 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 28,041 8,832 634 37,508

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― 59,419

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
47.2 14.8 1.1 63.1

　（注）１．各区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米・・・・・米国、カナダ

(2）欧州・・・・・ドイツ、オランダ、スウェーデン

(3）その他・・・・韓国、中国（香港を含む）、台湾

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１株当たり純資産額

87,823.77円

１株当たり中間純損失金額

30,672.50円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり純資産額

         77,948.07円

１株当たり中間純利益金額

         2,347.76円

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額

         2,254.43円

１株当たり純資産額

          83,278.00円

１株当たり当期純損失金額

 37,111.17円

　なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載して

おりません。

（注）１．１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前連結会計年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

１株当たり中間純利益金額又は１株当た

り中間（当期）純損失金額
   

中間純利益又は中間（当期）純損失（△）

（百万円）
△4,640 360 △5,617

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間純利益又は普通株式

に係る中間（当期）純損失（△）

（百万円）

△4,640 360 △5,617

期中平均株式数（株） 151,298 153,667 151,363

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額

   

　中間（当期）純利益調整額（百万円） － － －

　普通株式増加数（株） － 7,304 －

　　（うち新株予約権） － (7,304) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類（新

株予約権の目的となる

株式の数673株）及び第

１回転換社債型新株予

約権付社債（券面総額

13,200百万円並びに新

株予約権１種類（新株

予約権の目的となる株

式の数14,968株））。

新株予約権２種類（新

株予約権の目的となる

株式の数512株）及び第

１回転換社債型新株予

約権付社債（券面総額

13,200百万円並びに新

株予約権１種類（新株

予約権の目的となる株

式の数14,968株））。

新株予約権２種類（新

株予約権の目的となる

株式の数650株）及び第

１回転換社債型新株予

約権付社債（券面総額

13,200百万円並びに新

株予約権１種類（新株

予約権の目的となる株

式の数14,968株））。
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（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前連結会計年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 13,372 12,401 12,638

純資産の部の合計額から控除する金額

 （百万円）
77 14 13

（うち少数株主持分） (77) (14) (13)

普通株式に係る期末の純資産額

 （百万円）
13,295 12,386 12,625

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数
151,384 158,912 151,608
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

（訴訟事件の発生）

　当社の連結子会社のLink Theory Holdings

(Europe) GmbHは、下記の訴訟の提起を受け、

平成19年５月７日付にて訴状の送達を受けま

した。

(1）訴訟の内容

　当社のドイツ子会社Link Theory Holdings

(Europe) GmbHは、同社のCOOであったAttila 

Botar氏を、ロースナー事業の経営の失敗など

を理由に、平成19年３月30日付にて雇用契約

の解除を行いました。同氏は、この雇用契約

の解除には正当な理由が無く、当該契約は引

き続き有効であることの確認を求める訴訟を

提起したものです。

(2）訴訟を提起した者の名称及び住所

　名称　Attila Botar

　住所　Beethovenstrasse 9, 85057

        Ingolstadt

(3）請求内容

雇用契約継続の確認

（当該雇用契約の残余価値は、1,214千

　　 ユーロであると主張）

(4）その他

　上記連結子会社は、原告に対する雇用契約

の解除は正当な手続きであると考えており、

法的手続に則り同社の主張を粛々と行って参

ります。

―────── （米国子会社における出資配当金の受領）

　当社の連結子会社のLink Theory Holdings 

(US) Inc.は、Bear Stearns Merchant 

Banking社が組成しておりました投資目的会社

に出資をしておりましたが、同投資目的会社

の投資目的の終了に伴い、平成19年８月31日

に投資持分に係る配当金（8.77百万米ドル）

及び出資額の払い戻し（5.00百万米ドル）を

受領致しました。

　この配当金は平成20年8月期の連結財務諸表

に特別利益として計上致します。

―────── ―────── （資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに

剰余金の処分）

　平成19年11月28日開催の当社第９期定時株

主総会において、資本準備金及び利益準備金

の額の減少並びに剰余金の処分について下記

のとおり決議致しました。

　(1）目的

　　分配可能額の充実を図るとともに、今後

の財務戦略上の柔軟性及び機動性を確保す

るためであります。

　(2）減少する準備金の額

　　資本準備金     3,503,750,000円

　　利益準備金     　 21,250,000円

　(3）準備金の減少の方法

　　資本準備金3,503,750,000円を減少し、そ

の他資本剰余金に振替え、かつ、このその

他資本剰余金3,503,750,000円を全額繰越利

益剰余金の損失額の填補に充当致しました。

また、利益準備金21,250,000円を減少し、

繰越利益剰余金に振替え致しました。

　(4）準備金の減少の日程

取締役会決議日 平成19年10月25日

定時株主総会決議日 平成19年11月28日

効力発生日 平成19年11月28日
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５．仕入及び販売の状況
　　　①仕入実績

部　門

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

セオリーレディス 8,642 61.4 9,386 64.3 17,649 63.3

セオリーメンズ 1,733 12.3 1,566 10.8 2,796 10.0

ロースナー 2,387 17.0 1,711 11.7 4,423 15.9

アーバンホリック 495 3.5 401 2.8 1,004 3.6

プルーフ（カルソン） 238 1.7 91 0.6 498 1.8

その他 571 4.1 1,433 9.8 1,502 5.4

合計 14,068 100.0 14,591 100.0 27,875 100.0

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前連結会計年度より「Kulson」は新ブランド「Proof」に引継ぎました。仕入実績は合算して表記しておりま

す。なお、「Proof」ブランドは2007年秋冬シーズンをもって終了致しました。

３．その他は、表示以外の部門（Premise、Helmut Lang及びPLS＋T等）の仕入であります。

　　　②販売実績　

　   (1)部門別販売実績

部　門

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

セオリーレディス 20,029 67.7 20,740 66.8 40,845 68.7

セオリーメンズ 2,875 9.7 3,109 10.0 5,410 9.1

ロースナー 4,155 14.0 3,326 10.7 7,542 12.7

アーバンホリック 744 2.5 734 2.4 1,530 2.6

プルーフ（カルソン） 829 2.8 351 1.1 1,285 2.2

その他 976 3.3 2,783 9.0 2,803 4.7

合計 29,610 100.0 31,045 100.0 59,419 100.0

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前連結会計年度より「Kulson」は新ブランド「Proof」に引継ぎました。販売実績は合算して表記しておりま

す。なお、「Proof」ブランドは2007年秋冬シーズンをもって終了致しました。

３．その他は、表示以外の部門（Premise、Helmut Lang及びPLS+T等）の販売額であります。
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　   (2)形態別販売実績

販売形態

前第中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

直接対面販売 13,765 46.4 14,302 46.0 26,978 45.3

卸売 15,372 52.0 16,255 52.4 31,635 53.3

その他 471 1.6 487 1.6 805 1.4

合計 29,610 100.0 31,045 100.0 59,419 100.0

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．直接対面販売とは、当社直営店の売上であります。直営店のうち、百貨店インショップについては、当該百

貨店に対する卸売価格での売上であります。

３．その他は、社員向け販売等の売上であります。
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６．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成19年２月28日）
当中間会計期間末

（平成20年２月29日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  4,579   3,624   4,216   

２．たな卸資産  0   0   0   

３．関係会社短期貸付金  2,386   1,900   1,700   

４．未収還付法人税  －   －   124   

５．その他  127   400   176   

流動資産合計   7,094 24.5  5,924 20.7  6,217 22.5

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 47   0   0   

２．無形固定資産  12   8   10   

３．投資その他の資産           

(1）関係会社株式  9,481   9,481   9,481   

(2）関係会社出資金  －   2,288   －   

(3）関係会社長期貸付金  13,367   13,301   13,251   

(4）その他  183   1   1   

　　関係会社投資損失引
当金

 －   △2,288   －   

　　貸倒引当金  △1,282   △139   △1,282   

投資その他の資産合計  21,749   22,644   21,451   

固定資産合計   21,809 75.5  22,653 79.3  21,462 77.5

資産合計   28,903 100.0  28,578 100.0  27,680 100.0

           

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．１年以内返済予定の長
期借入金

 950   969   864   

２．賞与引当金  14   18   18   

３．その他 ※３ 119   192   148   

流動負債合計   1,084 3.7  1,180 4.1  1,031 3.7

Ⅱ　固定負債           

１．転換社債型新株予約権
付社債

 13,261   13,255   13,258   

２．長期借入金  1,975   2,605   1,585   

３．役員退職慰労引当金  189   189   189   

４．関係会社事業損失引当
金

 835   －   848   

固定負債合計   16,260 56.3  16,050 56.2  15,880 57.4

負債合計   17,344 60.0  17,230 60.3  16,912 61.1
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前中間会計期間末

（平成19年２月28日）
当中間会計期間末

（平成20年２月29日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   6,354 22.0  6,396 22.4  6,369 23.0

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  7,941   4,479   7,956   

資本剰余金合計   7,941 27.5  4,479 15.7  7,956 28.7

３．利益剰余金           

(1）利益準備金  21   －   21   

(2）その他利益剰余金           

繰越利益剰余金  △2,757   472   △3,576   

利益剰余金合計   △2,736 △9.5  472 1.6  △3,555 △12.8

株主資本合計   11,559 40.0  11,347 39.7  10,769 38.9

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．繰延ヘッジ損益   － －  － －  △1 △0.0

評価・換算差額等合計   － －  － －  △1 △0.0

純資産合計   11,559 40.0  11,347 39.7  10,768 38.9

負債純資産合計   28,903 100.0  28,578 100.0  27,680 100.0
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益           

１．関係会社業務受託収
入

 551   661   1,123   

２．関係会社配当金収入  500 1,051 100.0 821 1,483 100.0 1,000 2,123 100.0

Ⅱ　営業費用 ※１  533 50.7  603 40.6  1,067 50.3

営業利益   518 49.3  880 59.4  1,056 49.7

Ⅲ　営業外収益           

１．受取利息  157   159   314   

２．受取保証料  13   7   27   

３．受取賃料  1   －   1   

４．その他  8 180 17.2 3 170 11.5 11 354 16.7

Ⅳ　営業外費用           

１．支払利息  14   21   29   

２．株式交付費  0   2   0   

３．その他  0 15 1.5 0 23 1.6 1 32 1.5

経常利益   683 65.0  1,027 69.3  1,378 64.9

Ⅴ　特別損失           

１．固定資産除売却損 ※２ －   －   3   

２．関係会社出資金評価
損

※３ 3,754   －   5,060   

３．貸倒引当金繰入額 ※３ 1,282   139   1,282   

４．関係会社事業損失引
当金繰入額

※３ 835   －   848   

５．関係会社投資損失引
当金繰入額

※４ －   157   －   

６．訴訟関連費用 ※５ －   25   51   

７．その他  － 5,872 558.5 － 322 21.8 0 7,245 341.3

税引前中間（当期）
純損失（△）

  △5,188 △493.5  704 47.5  △5,867 △276.4

法人税、住民税及び
事業税

 79   188   146   

法人税等調整額  △4 74 7.1 △7 181 12.2 68 214 10.1

中間純利益又は　中
間（当期）純損失
（△）

  △5,263 △500.6  523 35.3  △6,082 △286.5

           

㈱リンク・セオリー・ホールディングス（3373）平成 20 年８月期中間決算短信

－ 47 －



(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備
金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計繰越利益剰

余金

平成18年８月31日　残高

（百万円）
6,335 7,922 7,922 21 2,600 2,621 16,879 16,879

中間会計中の変動額

新株の発行 18 18 18    37 37

剰余金の配当     △94 △94 △94 △94

中間純損失     △5,263 △5,263 △5,263 △5,263

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
18 18 18 － △5,357 △5,357 △5,319 △5,319

平成19年２月28日　残高

（百万円）
6,354 7,941 7,941 21 △2,757 △2,736 11,559 11,559

当中間会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合
計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計

資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計　

利益準備
金

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計繰越利益
剰余金

平成19年８月31日　残高

（百万円）
6,369 7,956 － 7,956 21 △3,576 △3,555 10,769 △1 △1 10,768

中間会計期間中の変動額

新株の発行 27 27  27    54   54

資本準備金の減少（注）  △3,503 3,503 －    －   －

その他資本剰余金の減少

（注）
  △3,503 △3,503  3,503 3,503 －   －

利益準備金の減少（注）     △21 21 － －   －

中間純利益      523 523 523   523

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額

（純額） 

        1 1 1

中間会計期間中の変動額合

計（百万円）
27 △3,476 － △3,476 △21 4,048 4,027 577 1 1 579

平成20年２月29日　残高

（百万円）
6,396 4,479 － 4,479 － 472 472 11,347 － － 11,347

（注）平成19年11月の定時株主総会で決議された繰越利益剰余金の損失額の填補であります。
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

繰延ヘッジ
損益　　

評価・換算
差額等合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計繰越利益
剰余金

平成18年８月31日　残高

（百万円）
6,335 7,922 7,922 21 2,600 2,621 16,879 － － 16,879

事業年度中の変動額

新株の発行 33 33 33    67   67

剰余金の配当     △94 △94 △94   △94

当期純損失     △6,082 △6,082 △6,082   △6,082

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
       △1 △1 △1

事業年度中の変動額合計

（百万円）
33 33 33 － △6,176 △6,176 △6,109 △1 △1 △6,110

平成19年８月31日　残高

（百万円）
6,369 7,956 7,956 21 △3,576 △3,555 10,769 △1 △1 10,768
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１．資産の評価基準及び評

価方法

(1）有価証券

子会社株式及び出資金

　移動平均法による原価法を採

用しております。

(1）有価証券

子会社株式及び出資金

同左

(1）有価証券

子会社株式及び出資金

同左

 (2）　　　　―――――― (2）デリバティブ

 　 時価法を採用しております。

(2）デリバティブ

同左

 (3）たな卸資産

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

を採用しております。

(3）たな卸資産

貯蔵品

同左

(3）たな卸資産

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）

　定額法を採用しております。

その他

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　８～47年

工具器具備品　　　４～15年

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

工具器具備品　　３～６年

(1）有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）

　定額法を採用しております。

その他

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　８～47年

工具器具備品　　　４～15年

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支出に備えて、

賞与支給見込額の当中間会計期間

負担額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支出に備えて、

賞与支給見込額の当期負担額を計

上しております。

(3）役員賞与引当金

　役員の賞与の支出に備えて、賞

与支給見込額の当中間会計期間負

担額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

同左

(3）役員賞与引当金

　従業員の賞与の支出に備えて、

賞与支給見込額の当期負担額を計

上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

て、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上しておりまし

たが、平成18年８月開催の取締役

会において、役員退職慰労金制度

の廃止を決議致しました。制度廃

止以降、新規繰入は行っておらず、

当中間会計期間末における役員退

職慰労引当金残高は当該決議以前

に対応する支給予定額であります。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

て、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上しておりまし

たが、平成18年８月開催の取締役

会において、役員退職慰労金制度

の廃止を決議致しました。制度廃

止以降、新規繰入は行っておらず、

当事業年度末における役員退職慰

労引当金残高は当該決議以前に対

応する支給予定額であります。

(5）関係会社事業損失引当金　

　関係会社への債務保証等に係る

損失に備えるため、被保証者の財

政状態等を勘案し、損失負担見込

額を計上しております。

(5）　　　　―――――― (5）関係会社事業損失引当金　

　関係会社への債務保証等に係る

損失に備えるため、被保証者の財

政状態等を勘案し、損失負担見込

額を計上しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

(6）　　　　―――――― (6）関係会社投資損失引当金

　関係会社への投資に係る損失に

備えるため、当該会社の財政状態

等を勘案し、損失負担見込額を計

上しております。

(6）　　　　――――――

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．ヘッジ会計の方法 (1）　　　　―――――― (1）ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を適用しており

ます。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）　　　　―――――― (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…為替予約

　　ヘッジ対象…出資金

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3）　　　　―――――― (3）ヘッジ方針

　　内規で定めるリスク管理方法に

基づき、為替変動リスクをヘッジし

ております。

(3）ヘッジ方針

同左

(4）　　　　―――――― (4）ヘッジ有効性評価の方法

　　為替予約については、ヘッジ対

象とヘッジ手段に関する重要な条件

が同一であり、かつ、ヘッジ開始時

及びその後も継続して相場変動を完

全に相殺するものと想定できるため、

ヘッジ有効性の評価は省略しており

ます。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

 ―――――――――  ――――――――― （減価償却方法の変更）

　当事業年度から、法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降取得の固定資産については、

改正法人税法に規定する償却方法により、減価

償却費を計上しております。

　なお、これによる当事業年度の損益に与える

影響は軽微であります。
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追加情報

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

（訴訟事件に関して）

　当社及び当社の連結子会社の㈱リンク・イン

ターナショナル及びLink Theory Holdings 

(US) Inc.は、平成18年10月24日付にて訴状の

送達を受け、次のとおりに訴訟の提起を受けま

した。

　当社の米国子会社Theory LLC買収に関連して、

当社及び上記当社連結子会社らに忠実義務違反、

詐欺、不当利得、契約違反等があり、これらに

よってElie Tahari氏が自己の持分を不当に安

い価格で売却させられ、それにより182百万米

ドル以上にのぼる損害を被ったとして、Elie 

Tahari氏及びElie Tahari2003 Grantor 

Retained Annuity Trustを原告、当社、上記当

社連結子会社及び当社代表取締役佐々木力らを

被告とする損害賠償請求訴訟の提起を受けるに

至りました。

　当社及び上記連結子会社らは、原告の主張に

は根拠は全くないと考えており、法的手続に則

り当社の主張を粛々と行っており、今後も本件

訴訟に対して適切に対処していく所存でありま

す。

（訴訟事件の一部棄却に関して）

　当社及び当社の連結子会社の㈱リンク・イン

ターナショナル及びLink Theory Holdings 

(US) Inc.は、平成18年10月24日付にて訴状の

送達を受け、次のとおりに訴訟の提起を受けま

した。

　当社の米国子会社Theory LLC買収に関連して、

当社及び上記当社連結子会社らに忠実義務違反、

詐欺、不当利得、契約違反等があり、これらに

よってElie Tahari氏が自己の持分を不当に安

い価格で売却させられ、それにより182百万米

ドル以上にのぼる損害を被ったとして、Elie 

Tahari氏及びElie Tahari 2003 Grantor 

Retained

 Annuity Trustを原告、当社、上記当社連結子

会社及び当社代表取締役佐々木力らを被告とす

る損害賠償請求訴訟の提起を受けるに至りまし

た。

　ニューヨーク州裁判所は、平成19年６月18日

に、Theoryブランドに関するロイヤリティ支払

い金額が不足しているとする請求を除き、原告

による全ての請求（忠実義務違反、詐欺、不当

利得）を棄却しました。

　この結果、原告が損害額と主張していた

「182百万米ドル以上」のうち180百万米ドルに

相当する請求が棄却され、継続するロイヤリ

ティ支払いに関する請求に基づき原告が主張す

る損害額は大幅に減少し「2百万米ドル」以上

となります。なお、この棄却に対して原告は控

訴審に上訴しております。

　今回ニューヨーク州裁判所により示された短

期間での棄却決定は、当社グループの主張が全

面的に受け入れられた証左であり、審理が継続

するロイヤリティ支払いに関する請求及び控訴

審においても、法的手続に則り当社の主張をこ

れまでどおり粛々と行って参ります。

（訴訟事件の一部棄却に関して）

同左

────── （減価償却方法の変更）

　当社は法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却方法の適用により取

得価額の５%に到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５%相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。

　なお、これによる損益への影響は軽微であり

ます。

──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間会計期間末
（平成20年２月29日）

前事業年度末
（平成19年８月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

      2百万円         1百万円        0百万円

　２　偶発債務

債務保証

　次の関係会社について、金融機関か

らの借入に対して債務保証を行なって

おります。

　２　偶発債務

債務保証

　次の関係会社について、金融機関か

らの借入に対して債務保証を行なって

おります。

　２　偶発債務

債務保証

　次の関係会社について、金融機関か

らの借入に対して債務保証を行なって

おります。

保証先 金額 内容

Link Theory 
Holdings 
(US) Inc.

4,876百万円 借入債務

Link Theory 
Holdings 
(Europe) GmbH

3,244百万円 借入債務

㈱アーバンホ
リック

500百万円 借入債務

保証先 金額 内容

Link Theory 
Holdings 
(US) Inc.

4,178百万円
借入債務・
信用状（極
度額）

Link Theory 
Holdings 
(Europe) GmbH

1,193百万円 借入債務

㈱アーバンホ
リック

500百万円 借入債務

保証先 金額 内容

Link Theory 
Holdings 
(US) Inc.

5,553百万円
借入債務・
信用状

Link Theory 
Holdings 
(Europe) GmbH

2,810百万円 借入債務

㈱アーバンホ
リック

500百万円 借入債務

※３　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

います。

※３　消費税等の取扱い

同左

※３　　　　　   ─────

 

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※１　営業費用の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１　営業費用の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１　営業費用の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬 106百万円

給与手当 113百万円

賞与引当金繰入額 14百万円

地代家賃 60百万円

減価償却費 2百万円

業務委託料 22百万円

顧問料 41百万円

上場維持費 34百万円

旅費交通費 29百万円

役員報酬 106百万円

給与手当 128百万円

賞与引当金繰入額 17百万円

地代家賃 92百万円

減価償却費 2百万円

顧問料 111百万円

旅費交通費 22百万円

役員報酬 172百万円

給与手当 236百万円

賞与引当金繰入額 18百万円

地代家賃 120百万円

減価償却費 5百万円

業務委託料 50百万円

顧問料 161百万円

旅費交通費 49百万円

上場維持費 46百万円

※２　　　　　――――――― ※２　　　　　――――――― ※２　固定資産除売却損の内容は次のとおり

であります。

建物 3百万円

※３　関係会社出資金評価損、貸倒引当金繰

入額及び関係会社事業損失引当金繰入額

は、当社子会社のLink Theory Holdings

(Europe) GmbHに対して計上しております。

※３　貸倒引当金繰入額は当社子会社のLink 

Theory Holdings(Europe) GmbHに対して

計上しております。

※３　関係会社出資金評価損、貸倒引当金繰

入額及び関係会社事業損失引当金繰入額

は、当社子会社のLink Theory Holdings

(Europe) GmbHに対して計上しております。

※４　　　　　――――――― ※４　関係会社投資損失引当金繰入額は、当

社子会社のLink Theory Holdings

(Europe) GmbHに対する貸倒引当金及び関

係会社事業損失引当金の戻入額と関係会

社投資損失引当金繰入額を相殺のうえ、

計上しております。

※４　　　　　―――――――

※５　　　　　――――――― ※５　現在係争中の訴訟に係る費用でありま

す。

※５　　　　　　　同左

　６　減価償却実施額は次のとおりでありま

す。

　６　減価償却実施額は次のとおりでありま

す。

　６　減価償却実施額は次のとおりでありま

す。

有形固定資産 0百万円

無形固定資産 2百万円

有形固定資産 0百万円

無形固定資産 2百万円

有形固定資産 0百万円

無形固定資産 4百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額

 

取得価額
相当額
 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

車両運
搬具

103 42 － 60

合計 103 42 － 60

 

取得価額
相当額
 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

車両運
搬具

26 7 － 18

合計 26 7 － 18

 

取得価額
相当額
 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
 
(百万円)

車両運
搬具

83 42 － 40

合計 83 42 － 40

２．未経過リース料中間期末残高相当額及び

リース資産減損勘定中間期末残高

２．未経過リース料中間期末残高相当額及び

リース資産減損勘定中間期末残高

２．未経過リース料期末残高相当額及びリー

ス資産減損勘定期末残高

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 21百万円

１年超 47百万円

合計 68百万円

リース資産減損勘定中間期末残高

 －百万円 

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内       7百万円

１年超      13百万円

合計       20百万円

リース資産減損勘定中間期末残高

 －百万円 

未経過リース料期末残高相当額

１年内       11百万円

１年超       43百万円

合計       55百万円

リース資産減損勘定期末残高

 　－百万円 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

支払リース料 11百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

－百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 1百万円

減損損失 －百万円

支払リース料       5百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

　－百万円

減価償却費相当額       3百万円

支払利息相当額      1百万円

減損損失 　－百万円

支払リース料       25百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

　－百万円

減価償却費相当額       21百万円

支払利息相当額       3百万円

減損損失 　－百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零又は残価保証額とする定額法によってお

ります。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。

５．利息相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

　前中間会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）、当中間会計期間（自　平成19年９月１日

至　平成20年２月29日）及び前事業年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）において子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１株当たり純資産額

          76,358.09円

１株当たり中間純損失金額

        34,787.95円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり純資産額

                   71,409.39円

１株当たり中間純利益金額

                 3,408.32円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額

           3,272.84円

１株当たり純資産額

                    71,028.55円

１株当たり当期純損失金額

                40,182.79円

　なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載して

おりません。

（注）１．１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

１株当たり中間純利益金額又は１株当た

り中間（当期）純損失金額
   

中間純利益又は中間（当期）純損失（△）

（百万円）

△5,263 523 △6,082

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間純利益又は普通株式

に係る中間（当期）純損失(△)

（百万円）

△5,263 523 △6,082

期中平均株式数（株） 151,298 153,667 151,363

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額

   

　中間（当期）純利益調整額（百万円） － － －

　普通株式増加数（株） － 7,304 －

　　（うち新株予約権） － (7,304) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類（新

株予約権の目的となる

株式の数673株）及び第

１回転換社債型新株予

約権付社債（券面総額

13,200百万円並びに新

株予約権１種類（新株

予約権の目的となる株

式の数14,968株））。

新株予約権２種類（新

株予約権の目的となる

株式の数512株）及び第

１回転換社債型新株予

約権付社債（券面総額

13,200百万円並びに新

株予約権１種類（新株

予約権の目的となる株

式の数14,968株））。

新株予約権２種類（新

株予約権の目的となる

株式の数650株）及び第

１回転換社債型新株予

約権付社債（券面総額

13,200百万円並びに新

株予約権１種類（新株

予約権の目的となる株

式の数14,968株））。
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（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 11,559 11,347 10,768

純資産の部の合計額から控除する金額

 （百万円）
－ － －

普通株式に係る期末の純資産額

 （百万円）
11,559 11,347 10,768

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数
151,384 158,912 151,608
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

 (ドイツ子会社への追加出資）

　当社は、平成19年４月27日開催の取締役会

におきまして、子会社Link Theory Holdings 

(Europe) GmbHの財務基盤の強化のために、８

百万ユーロの追加出資を決議し、平成19年５

月10日に実施致しました。

 (ドイツ子会社への貸付）

　当社は、平成20年３月26日付の取締役会に

て、当社の連結子会社のLink Theory Holdings

（Europe） GmbHに1,323百万円（8.5百万ユー

ロ相当）の貸付を行うことを決議し、平成20

年３月31日に実施致しました。当該子会社は、

外部から7.5百万ユーロを短期借入金として調

達しておりましたが、当社グループ全体の資

金効率を勘案し、当社からの貸付を当該借入

金返済に充当し、残額は同社の運転資金に充

当致しました。

 (ドイツ子会社への追加出資）

　当社は、平成19年８月28日付の取締役会に

て、当社の連結子会社のLink Theory 

Holdings (Europe) GmbHに2,288百万円（14.5

百万ユーロ相当）の追加出資を行うことを決

議し、平成19年10月31日に実施致しました。

当該子会社は、外部から14.5百万ユーロを長

期借入金として調達しておりましたが、当社

グループ全体の資金効率を勘案し、当社から

の追加出資を全額借入金返済に充当致しまし

た。

―――――――― ―――――――― （資本準備金及び利益準備金の額の減少並び

に剰余金の処分）

　平成19年11月28日開催の当社第９期定時株

主総会において、資本準備金及び利益準備金

の額の減少並びに剰余金の処分について下記

のとおり決議致しました。

(1）目的

　分配可能額の充実を図るとともに、今後の

財務戦略上の柔軟性及び機動性を確保するた

めであります。

(2）減少する準備金の額

　　資本準備金     3,503,750,000円

　　利益準備金     　 21,250,000円

(3）準備金の減少の方法

　資本準備金3,503,750,000円を減少し、その

他資本剰余金に振替え、かつ、このその他資

本剰余金3,503,750,000円を全額繰越利益剰余

金の損失額の填補に充当致しました。また、

利益準備金21,250,000円を減少し、繰越利益

剰余金に振替え致しました。

(4）準備金の減少の日程

取締役会決議日 平成19年10月25日

定時株主総会決議日 平成19年11月28日

効力発生日 平成19年11月28日
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